
 

 

 

 

第 ６ 回 

 

 

熊本県議会 

 

厚生常任委員会会議記録 
 

 

平成21年12月14日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開 会 中 

 

 

場所 第 ３ 委 員 会 室 



第６回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成21年12月14日) 

 

   第 ６ 回   熊本県議会厚生常任委員会会議記録 

 
平成21年12月14日(月曜日) 

            午前10時１分開議 

            午前11時50分休憩 

            午前11時56分開議 

            午後０時51分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成21年度熊本県一般会計補

正予算(第５号) 

 議案第７号 平成21年度熊本県病院事業会

計補正予算（第２号） 

 議案第13号 熊本県児童相談所条例の一部

を改正する条例の制定について 

議案第14号 熊本県地域医療再生基金条例

の制定について 

議案第15号 熊本県健康センター条例を廃

止する条例の制定について 

議案第21号 児童を一時保護する施設にお

いて行う児童の一時保護に関する事務の

委託を受けることの協議について 

議案第22号 児童自立支援施設において行

う児童の自立支援に関する事務の委託を

受けることの協議について 

 請第34号 改正貸金業法の早期完全施行等

を求める意見書の提出を求める請願 

 閉会中の継続審査事件(所管事務調査)につ

いて 

 報告事項 

①熊本県次世代育成支援行動計画・後

期計画の策定状況について 

②こうのとりのゆりかご検証会議によ

る最終報告について 

③介護基盤の緊急整備による施設等の

整備計画について 

④新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ

１）について 

⑤平成21年度ゴルフ場で使用された農

薬に関する水質調査結果について 

⑥公共関与による管理型処分場の整備

について 

⑦水俣病対策の状況等について 

⑧熊本県消費者基本計画の検討状況に

ついて  

――――――――――――――― 

出席委員（８人） 

                委 員 長  池 田 和 貴 

        副委員長  山 口 ゆたか 

                委  員  小 杉   直 

        委  員 岩 中 伸 司 

委  員  藤 川 隆 夫 

        委  員 鎌 田   聡 

        委  員 佐 藤 雅 司 

        委  員 早 田 順 一 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 
――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 健康福祉部 

         部 長 森 枝 敏 郎 

                  医 監 東   明 正 

         次 長  坂 田 正 充 

         次 長  本 田 惠 則 

    健康福祉政策課長 古 森  誠  也 

  首席健康福祉審議員兼 

      社会福祉課長 坂 田 憲 久 

      少子化対策課長  吉 田  勝 也 

       高齢者支援総室長  江 口   満 

  高齢者支援総室副総室長 古 谷 秀 晴 

  高齢者支援総室副総室長 橋 本 博 之 

      障害者支援総室長  前 田   博 

 障害者支援総室副総室長  米 満 譲 治 
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 障害者支援総室副総室長  西 岡 由 典 

     医療政策総室長 倉 永 保 男 

  医療政策総室副総室長 永 井 正 幸 

  医療政策総室副総室長 藤 中 高 子 

 健康づくり推進課長 岩 谷 典 学 

       健康危機管理課長  末 廣 正 男 

        薬務衛生課長  内 田 英 男 

 環境生活部                          

         部 長 駒 崎 照 雄 

         次 長 横 田   堅 

         次 長  益 田 和 弘 

         次 長  谷 﨑 淳 一 

  首席環境生活審議員兼 

      環境政策課長 園 田 素 士 

      環境政策監兼 

    環境立県推進室長  森 永 政 英 

      環境保全課長 宮 下 勇 一 

       水環境課長 小 嶋 一 誠 

      自然保護課長  岡 部 清 志 

     廃棄物対策課長 山 本   理 

 廃棄物公共関与政策監兼 

    公共関与推進室長  中 島 克 彦 

  首席環境生活審議員兼 

     水俣病保健課長 野 田 正 広 

     水俣病審査課長 寺 島 俊 夫 

  首席環境生活審議員兼 

 食の安全・消費生活課長 小 原 忠 隆 

  交通・くらし安全課長 髙 野 利 文 

    人権同和政策課長 吉 田 國 靖 

 病院局 

     病院事業管理者  本 隆 治 

      総務経営課長 大 谷 祐 次 
――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 中 村 時 英 

     政務調査課課長補佐  楢木野 美紀子 

――――――――――――――― 

午前10時１分開議 

○池田和貴委員長 それでは、ただいまから

第６回厚生常任委員会を開会いたします。 

 まず、本日の委員会に１名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることにいた

しました。 

 次に、本委員会に付託されました議案を議

題とし、これについて審査を行います。 

 まず、議案について執行部の説明を求めた

後に一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、森枝健康福祉部長から総括説明

を行い、続いて、担当課長から順次説明をお

願いいたします。 

 

○森枝健康福祉部長 おはようございます。 

 本議会に提案しております健康福祉部関係

の議案の概要につきまして御説明申し上げま

す。 

  

○池田和貴委員長 部長、座ってどうぞ。 

 

○森枝健康福祉部長 失礼して座らせていた

だきます。 

今回提案しておりますのは、予算関係１議

案、条例関係５議案の合計６議案でございま

す。 

 まず、新型インフルエンザの状況でござい

ますが、本県におきましても、流行をはかる

定点１医療機関からの患者報告数が、11月22

日時点で警報ラインの30を超えております。

これは、九州では最も遅く、全国でも５番目

に遅いものであり、早期からの学校の休業措

置の実施等、適切な感染拡大防止策が功を奏

した結果ではないかと考えております。 

 ただ、12月６日時点では、定点当たりの患

者数が40.38人と、全国平均を上回ってお

り、今後の感染拡大についても予断を許さな

い状況にあります。 

 このため、患者の急増に備えた医療体制の

整備を進めてまいりましたが、既に県内200

を超える医療機関での診療時間延長や休日診
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療の体制を整えており、２次医療圏ごとに感

染状況や地域の実情を踏まえた取り組みを始

めていただいているところでございます。 

 また、ワクチン接種につきましても、重症

化する患者が小児に多く見られることを踏ま

え、１歳児の接種を11月19日から、２歳児か

ら小学校３年生までの接種を12月３日から開

始するなど、１月から半月前倒しして実施し

ているところでございます。なお、同様の趣

旨から、小学校高学年、中学生、高校生等に

ついても、12月28日をめどに前倒しすること

としております。 

 県といたしましては、国から配分されるワ

クチンの県内医療機関への円滑な供給に努め

るとともに、引き続き、感染拡大防止策に取

り組むなど、全力で新型インフルエンザ対策

を進めてまいります。 

 次に、こうのとりのゆりかごについてでご

ざいますが、県で設置した検証会議の最終報

告が11月26日に県へ提出され、公表したとこ

ろでございます。この最終報告では、運用開

始からおよそ２年５カ月の間に、関東、関西

など広域から、51件の利用があったことや、

利用事例の背景や事情が明らかにされており

ます。 

 今後は、ゆりかごに預け入れられた子供の

養育の責任を担っている県として、最終報告

に盛り込まれた国や関係する機関に対する提

言、要望について、しっかりと伝えてまいり

ます。また、ゆりかごが提起した課題を社会

全体で議論していただくために、シンポジウ

ムを開催するなど、あらゆる機会を通じて多

くの方々へ周知を図ってまいります。 

 次に、第１号議案の平成21年度熊本県一般

会計補正予算でございますが、総額83億6,50

0万円余の増額を計上しております。 

 補正予算の内容としましては、地域医療再

生計画に基づく各種事業を実施するため、国

の地域医療再生臨時特例交付金を財源とする

地域医療再生基金を新たに造成するととも

に、国の交付金確定に伴い、医療施設耐震化

臨時特例基金の積み増しを行うこととしてお

ります。 

 さらに、市町村が行う低所得者への新型イ

ンフルエンザワクチン接種費用助成に対する

補助、特別養護老人ホーム等の介護施設開設

のための準備経費の助成、こども総合療育セ

ンターにおけるＸ線装置等の機器の更新をす

ることとしております。 

 また、ことし８月の原爆症認定熊本訴訟に

おいて国が敗訴したことに伴い、原爆被爆者

に対する手当等の扶助費の増額をお願いして

おります。 

 これによりまして、特別会計分を含めた健

康福祉部の予算総額は1,477億8,300万円余と

なります。 

 次に、第13号議案の熊本県児童相談所条例

の一部を改正する条例の制定についてでござ

いますが、熊本市と鹿本郡植木町との合併及

び熊本市が児童相談所を設置することに伴う

関係規定の整備を行うものであります。 

 次に、第14号議案の熊本県地域医療再生基

金条例の制定についてでございますが、医師

不足など、地域の医療課題の解決に向けて、

県が策定する熊本県地域医療再生計画に基づ

く事業の財源となる基金を設置する条例を制

定するものであります。 

 次に、第15号議案の熊本県健康センター条

例を廃止する条例の制定についてでございま

すが、公の施設としての熊本県健康センター

を廃止することに伴いその設置条例を廃止す

るものであります。 

 次に、第21号議案の児童を一時保護する施

設において行う児童の一時保護に関する事務

の委託を受けることの協議についてでござい

ますが、地方自治法の規定に基づき、児童を

一時保護する施設における児童の一時保護に

関する事務を熊本市から受託するための規約

を定めるものであります。 

 次に、第22号議案の児童自立支援施設にお
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いて行う児童の自立支援に関する事務の委託

を受けることの協議についてでございます

が、地方自治法の規定に基づき、児童自立支

援施設における児童の自立支援に関する事務

を熊本市から受託するための規約を定めるも

のであります。 

 このほか、熊本県次世代育成支援行動計

画・後期計画の策定状況についてなど、４件

につきまして御報告させていただくこととし

ております。 

 なお、先日の新聞報道で、「県不正経理 

補助金も流用」という記事が掲載され、その

中で、児童自立支援施設・清水が丘学園に関

する記事もございましたが、これは、本年３

月に公表しました県の内部調査で既に把握済

みのものであり、新たな流用が見つかったも

のではありません。 

 このような不適正経理が二度と起こらない

よう、引き続き徹底して再発の防止に取り組

んでまいります。 

 以上が今回提案いたしております議案等の

概要でございますが、詳細につきましては、

関係各課・総室長から説明させますので、よ

ろしくお願い申し上げます。 

 

○古森健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。座って説明させていただきま

す。 

 議案の説明に先立ちまして、冒頭の部長説

明の中にありました県立の児童自立支援施

設・清水が丘学園の件に関して、状況を御説

明いたします。 

 12月12日付の熊本日日新聞に、清水が丘学

園が、2008年度、平成20年度に、厚生労働省

の補助金で、エアコンを修理したように装

い、新品を購入していたという内容の記事が

掲載されました。昨年８月、男子寮に設置し

てあるエアコンが故障しましたが、機種が古

く修理ができず、また、酷暑期間中であり、

そのままでは入所児童の指導等に支障を来す

と判断されたため、新品を購入することとし

ました。本来備品購入費で購入すべきとこ

ろ、その予算がなく予算の流用手続等にも時

間がかかるため、修理の名目で購入、設置し

たというものです。金額は６万9,180円でし

た。 

 この件は、県が本年３月14日に公表した物

品調達等に関する不適正な事務処理に係る報

告の中で、その件数、金額ともに含まれてお

ります。 

 また、記事には、厚労省の補助金について

も、県が不正流用して物品購入に充てていた

とあるとおり、エアコンの購入費に補助金を

使っていますが、エアコンの購入自体は国庫

補助の趣旨に反するものではなく、購入手続

が不適正であったものです。 

 このような不適正な経理処理が二度と起こ

らないよう、全庁的に再発防止策に取り組ん

でおりますが、健康福祉部内においても、全

職員の研修や幹部職員への徹底、物品購入時

の手続改善などを実施しており、引き続き徹

底して再発防止策に取り組んでおります。 

 それでは、議案の説明に移らさせていただ

きます。 

 お手元の厚生常任委員会説明資料に沿って

御説明をさせていただきますが、各事業の説

明に入ります前に、補正予算説明資料の中

で、各課、総室に共通しております財源更正

に関しまして御説明を申し上げます。 

 説明資料の５ページをお願いいたします。 

 ５ページでございますが、例えば、社会福

祉課の生活保護総務費でございますが、財源

内訳の中で、国庫支出金と一般財源がプラ

ス、マイナスの同額となっており、説明欄に

財源更正と記載しております。その他の事業

につきましても、財源更正と記載している箇

所がございますが、これらについては、各事

業費は変わりませんが、国の経済対策に伴う

交付金などを最大限活用するために、財源の

更正を行うものでございます。したがいまし
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て、事業の内容についての変更はございませ

んので、財源更正に関する項目についての各

課、総室からの説明は省略させていただきた

いと思います。 

 それでは、健康福祉政策課の説明に入らせ

ていただきます。 

 説明資料の２ページをお願いいたします。 

 社会福祉総務費で54万3,000円の増額補正

をお願いいたしております。これは、介護福

祉士や社会福祉士の資格取得を目指す学生に

対して貸し付けました修学資金に関する精算

返納金でございます。 

 貸付金の返還については、県の介護福祉士

等修学資金貸与条例におきまして、県内にお

ける老人福祉施設や児童福祉施設等の業務に

７年間従事すると免除されることになってお

ります。 

 今回お願いしておりますのは、本人の都合

によりまして、その業務に従事しなかった

り、従事期間が短かったために返還された貸

付金の２分の１を国に返納するものでござい

ます。 

 次に、説明資料の３ページをお願いいたし

ます。 

 繰越明許費でございますが、昨年度から、

全庁的な取り組みとして、11月議会で提案さ

せていただいております。これによりまし

て、工事の早期発注、早期完了が可能となり

ます。 

 健康福祉部におきましては、民生費のう

ち、社会福祉費として老人福祉施設の施設整

備や介護基盤の緊急整備等で26億9,300万

円、児童福祉費として放課後児童クラブや保

育所の施設整備で１億4,300万円をお願いし

ております。 

 最後に、４ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定についてでございま

す。 

 今回、こども総合療育センターの診療報酬

請求業務委託分の778万円の追加をお願いし

ております。委託業務の予定価格が100万円

を超えるため一般競争入札を行う必要があ

り、例年お願いしております２月議会での設

定では４月からの業務開始に間に合わないこ

とから、本議会において債務負担行為の設定

を行うものでございます。 

 健康福祉政策課からは以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○吉田少子化対策課長 少子化対策課でござ

います。座って説明させていただきます。 

 今回お願いしておりますのは、補正予算の

ほか、条例等案件が３件ございます。 

 まず、補正予算関係を御説明いたします。 

 説明資料の６ページをお願いいたします。 

 右の説明欄に沿って補正予算について御説

明いたします。 

 なお、財源更正につきましては、説明を省

略させていただきます。 

 まず、児童福祉総務費の認可外保育施設あ

んしん・あんぜん確保事業は、県が管轄して

おります熊本市以外の県内の78の認可外保育

施設の入所児童の安心、安全を確保する観点

から、施設の維持修繕費及び設備整備費につ

きまして、市町村が施設に助成する場合、そ

の２分の１を県が補助する単県事業でござい

ます。 

 13市町村の18施設分の補助を見込みまして

1,035万円の予算を計上しておりましたが、

結果的には、10市町村、15施設で総額762万

2,000円の交付となったため、272万8,000円

の減額をお願いするものでございます。 

 ２段目、母子福祉費のひとり親家庭支援事

業のうち母子家庭等高等職業訓練促進事業費

は、母子家庭の母が、看護師や介護福祉士等

の養成機関に在籍する場合、生活の負担軽減

を図り、資格取得を容易にするための給付金

を支給する事業でございます。 

 当初、県内で97名を対象と見込んでおりま

したが、これが93名と４名少なくなったこ
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と、また、１人当たりの給付額につきまして

も、課税世帯で月14万1,000円、非課税世帯

で月７万500円となっておりますが、非課税

世帯の方が見込みより多かったため、給付額

が少なくなったことから、1,475万円の減額

をお願いするものです。 

 ３段目、児童福祉施設費のうち、１番、児

童福祉施設整備費の清水が丘学園耐震診断業

務委託は、現在築31年となります清水が丘学

園におきまして、入所児童の安全を確保する

ため、耐震診断を実施するものであり、８月

に委託契約を行い、所要額が確定したため、

不用額の218万8,000円を減額するものでござ

います。 

 ２番、児童一時保護所費の中央一時保護所

管理運営費は、中央児童相談所が行います児

童の一時保護に伴い必要となります医療費、

給食の賄い原材料費、一時保護委託料等でご

ざいます。 

 増額のうち約７割は一時保護委託料の増額

ですが、これは、児童虐待で一時保護する児

童の増加に伴い、乳児院や病院への委託ケー

スが増加したことによるものです。 

 一時保護委託につきましては、平成20年度

99名であったものが、21年度は113名と見込

んでおります。 

 また、医療費の増加につきましては、一時

保護児童の手術、入院や、インフルエンザ罹

患等によるものです。これらによりまして、

448万6,000円の増額補正をお願いするもので

ございます。 

 補正予算の説明は以上でございます。 

 次に、条例関係でございます。 

 説明資料の13ページをお願いいたします。 

 第13号議案熊本県児童相談所条例の一部を

改正する条例の制定についてでございます。 

 内容につきましては、14ページの条例案の

概要で御説明させていただきます。 

 この条例の改正につきましては、熊本県中

央児童相談所の管轄区域の変更に伴うもので

ございます。 

 まず、内容の１にありますように、改正の

第１点目は、平成22年３月23日の熊本市と鹿

本郡植木町の合併に伴い鹿本郡が消滅するこ

とから、熊本県中央児童相談所の管轄区域か

ら鹿本郡を削除するものでございます。 

 施行日は、熊本市と植木町の合併期日でご

ざいます平成22年３月23日となっておりま

す。 

 改正の２点目は、内容の(2)にありますよ

うに、熊本市の児童相談所設置に伴う改正で

ございます。熊本市が、平成22年４月１日か

ら、中核市では、神奈川県の横須賀市、石川

県の金沢市に次いで、全国で３番目の児童相

談所設置市になることとなっておりまして、

自前の児童相談所を設置することになりま

す。このため、熊本県中央児童相談所の管轄

区域から熊本市を削除するものでございま

す。 

 施行日は、平成22年４月１日でございま

す。 

 なお、(3)のとおり、あわせて、条例の文

言を整理させていただいております。 

 次に、20ページをお願いいたします。 

 第21号議案児童を一時保護する施設におい

て行う児童の一時保護に関する事務の委託を

受けることについての協議についてでござい

ます。 

 これは、熊本市が児童相談所を設置するこ

とに伴う事務の委託です。 

 児童相談所設置市では、児童を一時保護す

る施設の設置が必要となりますが、熊本市

は、22年４月から２年間の予定で、熊本市大

江にございます市の福利厚生施設・親和寮の

跡地に、プレハブ仮設により児童相談所を開

設し、平成24年度をめどに、同じ場所で、児

童を一時保護する施設を含めた新しい施設を

開設する予定となっております。 

 県では、熊本市が設置する児童相談所の円

滑な運営が確保されるように、平成19年か
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ら、県、市間におきまして協議を行ってきて

おり、児童を一時保護する施設に関する事務

については、22年４月から新しい施設ができ

るまでの２年間程度、熊本市からの申し出に

よりまして、その事務を受託することとして

おります。 

 事務の受託に当たっては、地方自治法の規

定により、議会の議決をいただき、規約を定

める必要があるため、議案として審議をお願

いしているものでございます。 

 なお、事務委託に伴う経費等委託の詳細に

ついては、今後年度内に協議書を取り交わす

こととしております。 

 次に、21ページをお願いいたします。 

 第22号議案児童自立支援施設において行う

児童の自立支援に関する事務の委託を受ける

ことの協議についてでございます。これにつ

きましても、熊本市の児童相談所設置に伴う

ものでございます。 

 児童を一時保護する施設と同様に、熊本市

では、児童自立支援施設の設置が必要となり

ます。児童自立支援施設の設置義務のある政

令指定都市、あるいは児童相談所設置市にお

いて県へ事務委託を行っている事例が多いこ

とから、県市間における協議の結果、当分の

間、熊本市からの申し出に基づき、その事務

を受託することとしております。 

 児童を一時保護する施設と同様に、事務の

受託に当たっては、地方自治法の規定によ

り、議会の議決をいただき、規約を定める必

要があるため、議案として審議をお願いして

いるものでございます。 

 これにつきましても、事務委託に伴う経費

等委託の詳細につきましては、今年度内に協

議書を取り交わすこととしております。 

 以上、御審議のほどよろしくお願い申し上

げます。 

 

○江口高齢者支援総室長 高齢者支援総室の

江口でございます。座って御説明させていた

だきます。 

 説明資料の７ページをお願いいたします。 

 老人福祉費でございます。 

 右側の説明欄で、１ポツの高齢者福祉対策

費の(1)施設開設準備経費助成特別対策事業

でございますが、第４期高齢者福祉計画、介

護保険事業支援計画及び国の経済危機対策に

よりまして、今年度、当初予算及び６月補正

予算、９月補正予算において、特別養護老人

ホーム等の介護施設の施設整備に対する助成

について予算計上しているところでございま

す。 

 これについて、円滑な施設の開設に資する

ため、施設整備と一体的に早期からの開設準

備を行うことで開設時からの安定した質の高

いサービスを提供できるよう、施設の開設準

備に要する経費について、国の交付金を活用

して助成を行うものでございます。 

 (2)から(4)については財源更正ですので、

説明を省略させていただきます。 

 次に、２ポツの国庫支出金返納金の老人福

祉事業費国庫支出金精算返納金でございま

す。 

 これについては、昭和52年度と平成16年度

に国庫補助金の交付を受けて整備した施設の

財産処分に伴いまして、国庫補助相当額につ

いて、国へ返還するものでございます。 

 なお、内訳といたしましては、昭和52年度

に八代市が整備しました養護老人ホーム氷川

寮を社会福祉法人天龍会へ有償譲渡したこと

によるものと、平成16年度に社会福祉法人創

友会が整備しました玉名市岱明町にある訪問

看護ステーション幸を廃止したことによるも

のでございます。 

 以上、高齢者支援総室の11月補正予算とし

て３億5,000万円余を計上しております。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○前田障害者支援総室長 障害者支援総室で

ございます。 
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 説明資料の８ページをお願いいたします。 

 障害者福祉費、１の障害者扶助費でござい

ます。 

 重度の障害者に対し手当を支給するもので

ございます。受給者が当初の見込みを上回っ

たため、増額補正を行うものでございます。 

 ２については財源更正でございますので、

次、３に進ませていただきます。 

 国庫支出金返納金でございます。 

 (1)でございますが、発達障害者に対する

支援体制を整備するための検討委員会の開催

やセミナーの実施などを行うものでございま

す。20年度の事業分の確定に伴う国庫返納金

でございます。 

 (2)でございます。 

 精神障害者に対する通院医療費を助成する

事業でございます。平成20年度事業分の確定

に伴う国庫返納金でございます。 

 次に、９ページをお願いいたします。 

 児童措置費でございます。 

 １の心身障害者共済事業費でございます

が、この事業は、障害者の保護者が共済掛金

を払い、その保護者が死亡したときに、残さ

れた障害者に年金を支払うというものでござ

いますが、その取り扱いについて見直しがご

ざいました。 

 これまで年金の申請がおくれた場合に３年

間遡及できることとなっておりますが、本

年、この取り扱いの見直しが行われ、年金の

受給要件発生時点までさかのぼる取り扱いに

なったところでございます。このため追加支

払いが必要な事例が生じ、そのために必要な

費用を補正するものでございます。 

 次、２の国庫支出金返納金でございます

が、障害児が施設を利用した場合に国、県で

費用の負担を行いますが、20年度事業分の確

定に伴う国庫返納金でございます。 

 次に、児童福祉施設費でございます。 

 こども総合療育センター費でございます

が、Ｘ線の検査機器の老朽等に伴う買いかえ

の費用でございます。 

 次に、精神保健費でございます。 

 １の国庫支出金返納金でございますが、精

神障害者の措置入院や退院促進事業など６事

業に係る経費でございまして、平成20年度事

業分の確定に伴う返納金でございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○倉永医療政策総室長 医療政策総室でござ

います。座って説明させていただきます。 

 説明資料の10ページをお願いいたします。 

 公衆衛生総務費で65億8,000万円余の補正

をお願いしております。 

 内容につきましては、説明欄の方をごらん

いただきたいと思いますが、まず、第１番目

の分としまして、地域医療再生基金の積立金

でございます。 

 50億を積み立てるということで予算を要求

しておりますが、これにつきましては、９月

の厚生常任委員会の方で、仕組み、それから

計画の概要につきまして御報告をさせていた

だきましたが、国の１次補正予算、地域医療

再生臨時特例交付金を受け入れる基金の造成

を行うものでございます。県の方で策定し、

今、国の方に提出しておりますが、地域医療

再生計画に基づく事業の実施に充てる費用で

ございます。 

 これにつきましては、当初、予算の分、国

の方で予算の一部執行停止がありましたけれ

ども、最終的には全体で2,350億円が交付さ

れるということで、各県２つの計画で、それ

ぞれ25億円ということですので、１県当たり

50億円の配分予定になっております。 

 県の計画の方では、これは21年度から25年

度までの５年間ですが、医師確保を中心に据

えまして天草地域を対象に、それから救急医

療体制の整備をテーマとしまして阿蘇地域を

対象にということで計画を今、提出しており

ますが、医師確保とか看護師の確保等につき
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ましては、県全圏的に実施するというふうな

形の組み立てになっております。 

 それから、２番目の方ですけれども、保健

医療推進対策費ですが、この中で、(1)地域

医療再生基金事業270万円余を要求しており

ますが、これにつきましては、地域医療再生

基金の方での事業につきましては、22年度か

ら本格的に実施していくことになりますが、

それに向けました準備の作業等が必要になり

ますので、それに対応する事務費を計上して

おります。 

 それから、(2)で、医師確保総合対策事業

で１万2,000円の減を要求しておりますが、

これにつきましては、６月の補正で熊大の方

に地域医療システム学の寄附講座を設置いた

しておりますが、それにかかわる分としまし

て、地域医療の調査研究事業で委託費を予算

要求して、それで仕組みましたけれども、実

際の執行残が出ましたので、その分を減額す

るものでございます。 

 それから、３つ目でございます。 

 医療施設耐震化臨時特例基金積立金でござ

いますが、これにつきましても、国の１次補

正予算で災害医療対策の一環としまして、未

耐震の災害拠点病院等の耐震化を図る事業と

いうことで、９月の補正で26億円を計上いた

しましたけれども、まだその段階では額が確

定しておりませんでしたので、その後国の方

から41億8,000万円余の交付決定がありまし

たので、今回その差額を基金に積み増しする

ものでございます。 

 予算関係、以上なんですが、もう一つ条例

関係ございますので、そちらの方をよろしく

お願いしたいと思います。 

 15ページをお願いいたします。 

 先ほど補正予算の方でも御説明いたしまし

たけれども、熊本県地域医療再生基金条例の

制定についてということで提案をさせていた

だいております。 

 内容につきましては、17ページの方をごら

んいただきたいと思います。 

 そちらの方に概要を整理しておりますが、

先ほども御説明いたしましたけれども、趣旨

としまして、地域における医療課題の解決を

目的としまして、県が策定をする熊本県地域

医療再生計画に基づく事業の実施に必要な経

費の財源に充てるため、熊本県地域医療再生

基金を設置する条例ということで条例を制定

することにしております。 

 内容につきましては、そこに書いておりま

すけれども、①のところで、再生基金は、熊

本県地域医療再生計画に基づく事業の実施の

ために設置されるということで、これにつき

ましては、一応５年間ということで取り組む

ことにしております。 

 医療政策総室は以上でございます。御審議

よろしくお願いいたします。 

 

○岩谷健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。座って説明させていただき

ます。 

 説明資料、11ページをお願いいたします。 

 まず、社会福祉総務費について５万円の増

額補正をお願いいたしております。 

 これは、身体障害児等への医療費の給付を

行う育成医療費の国庫負担分について、平成

20年度の事業実施精算の結果、返納の必要が

生じたために、国に返納するものでございま

す。 

 次に、公衆衛生総務費について、１億2,23

0万円の増額補正をお願いしております。 

 右の説明欄をごらん願います。 

 ３項目ございます。 

 まず、１つ目、栄養指導対策費でございま

すが、国民健康栄養調査の実施に要する経費

でございます。国庫委託金の内示増に伴い、

４万8,000円の増額補正をお願いするもので

ございます。 

 ２つ目、原爆被爆者特別措置費でございま

すが、県が原爆症認定者に支払う医療特別手
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当の支給等に要する経費でございます。こと

し８月の原爆症認定熊本訴訟で国が敗訴した

ことに伴い、原爆症認定者が増加したことに

よりまして、医療特別手当等の支給に要する

経費が増加しているため、１億1,174万4,000

円の増額補正をお願いするものでございま

す。 

 なお、原爆症の認定自体は国が行うことと

なっておりますが、原爆症の手当の支給は県

が行うこととなっております。手当の財源

は、基本的には全額国が負担することとなっ

ております。 

 ３番目、国庫支出金返納金でございます。 

 国庫支出金精算返納金につきましては、原

爆被爆者特別措置費等の交付金等について、

平成20年度の事業実施精算の結果、返納の必

要が生じたために、1,050万8,000円を国に返

納するものでございます。 

 補正予算については以上でございます。 

 続きまして、条例関係がございます。 

 説明資料、18、19ページをお願いいたしま

す。 

 議案第15号熊本県健康センター条例を廃止

する条例の制定につきまして御説明申し上げ

ます。 

 まず、健康センターの現在までの経緯につ

きまして簡単に御説明いたします。 

 熊本県健康センターは、昭和60年３月に県

民の健康の向上を図ることを目的に開所して

おります。 

 平成６年４月からは、保健指導等の業務を

現在の財団法人熊本県総合保健センターに継

承しまして、さらに、平成14年からは、教育

研修や保健医療情報部門を本庁へ移管するな

ど、県の出先機関としての位置づけがなくな

りまして、現在に至っております。 

 また、平成18年４月から指定管理制度を導

入いたしまして、管理運営を行っているとこ

ろでございます。 

 今回の条例案についてでございますが、廃

止条例制定の趣旨でございますが、現在の使

用形態等を考慮しまして、公の施設である熊

本県健康センターを廃止するものでございま

す。 

 具体的には、健康センターは、先ほど説明

した経緯を経まして、現在は、近隣住民等に

よる運動施設などとしての利用が中心となっ

ております。そのため、県が公の施設として

維持する必要性が少ないこと、また、経費の

削減努力を行っても施設の維持管理経費が利

用収入を年間約2,000万円ほど上回ることを

考慮したものでございます。 

 本年２月に決定されました熊本県財政再建

戦略におきまして、熊本県健康センターは、

平成21年度末をもって公の施設を廃止するこ

ととしており、今議会で廃止条例案を上程す

ることとしました。 

 条例の施行期日は、平成22年４月１日とし

ております。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○末廣健康危機管理課長 健康危機管理課の

末廣でございます。着座して御説明させてい

ただきます。 

 説明資料、12ページ目をお願いいたしま

す。 

 まず、公衆衛生総務費でございますが、２

億559万円の増額をお願いいたしておりま

す。 

 内容は、説明欄１．国庫支出金返納金の増

でございます。 

 これは、平成20年度の肝炎対策事業や結核

患者医療費等につきまして、事業費の確定に

伴う国への精算に要する経費でございます。 

 次に、予防費でございますが、感染症予防

費にかかわる９億1,467万9,000円の増額でご

ざいます。 

 内容の１点目は、備考欄１の(1)のとお

り、６月補正で計上をお願いいたしました新
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型インフルエンザ対策費でございますが、県

内蔓延期におきます医療関係者及び窓口対応

の県職員分として備蓄いたしました感染防護

具にかかわる入札残の減額と、２点目は、新

型インフルエンザワクチン接種負担軽減事業

として市町村が実施しております低所得者へ

の接種費用の助成事業に対する補助に要する

経費でございます。 

 これは、住民への助成を行う市町村に対

し、当該市町村の生活保護世帯及び市町村民

税非課税世帯の者の接種費用の総額を上限と

しまして、国がその２分の１を、県が４分の

１を補助するもので、県内約21万人分の経費

をお願いするものでございます。 

 なお、新型インフルエンザ対策の状況につ

きましては、後ほど、その他の報告事項で御

説明させていただきます。 

 次に、環境整備費でございますが、11万9,

000円の減額でございます。 

 内容は、動物保護管理費の減でございまし

て、緊急経済対策として計画を前倒しし、６

月補正で計上をお願いしました各保健所の犬

保管施設の環境改善事業について、事業が完

了したことに伴う入札残を減額するものでご

ざいます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願い申し上

げます。 

 

○池田和貴委員長 次に、駒崎環境生活部長

から総括説明を行い、続いて、担当課長から

順次説明をお願いいたします。 

 

○駒崎環境生活部長 環境生活部関係の議案

の概要につきまして御説明申し上げます。 

 今回提案しております議案は、予算関係１

議案でございます。 

 第１号議案の平成21年度熊本県一般会計補

正予算でございますが、総額5,000万円余の

増額補正をお願いいたしております。 

 内容は、いずれも経済対策関連事業でござ

います。老朽化した観測機器等を更新する大

気環境測定機器更新事業ほか１事業と、住宅

用太陽光発電システム導入の普及拡大に向け

たくまもとソーラー普及拡大事業の増額、６

月補正で計上した経済対策関連事業の入札に

伴う執行残等の減額などでございます。 

 これによりまして、環境生活部の補正後の

予算総額は、一般会計と特別会計を合わせま

して268億7,400万円余となります。 

 ほかに、平成21年度から平成22年度への繰

越明許費としまして、大気環境測定機器更新

事業等で、総額4,900万円をお願いいたして

おります。 

 また、平成22年４月１日から業務を開始す

る委託事業につきまして、３月中に入札等の

事務手続を終える必要がございますので、3,

300万円余の債務負担行為の設定をお願いい

たしております。 

 このほか、平成21年度ゴルフ場で使用され

た農薬に関する水質調査結果についてなど、

４件について御報告させていただくこととし

ております。 

 次に、水俣病対策につきまして、最近の状

況を御報告申し上げます。 

 10月６日に知事が小沢環境大臣を初め政務

三役と面談をいたしました。その際の知事の

要請を受けまして、10月末に、田島環境副大

臣が、被害者団体との意見交換のために水俣

を訪問されました。その際、副大臣は、裁判

をしている団体とは、和解協議が成立する条

件について事前協議を始めることを表明さ

れ、環境省と各団体との個別協議が先月から

始まっております。 

 先週11日には、知事及び水俣病対策特別委

員会の西岡委員長が副大臣とお会いして、地

元の切実な声を改めて国にお伝えし、救済措

置方針を早期に策定していただくよう要望を

行いました。 

 県としても、引き続き、国と十分連携しな

がら、水俣病問題の解決に向けて取り組んで
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まいります。 

 最後に、先日の新聞報道の「県不正経理 

補助金も流用」という記事について申し上げ

ます。 

 記事には、環境生活部に関する記載がござ

いましたけれども、これは既に３月に公表し

ました県の内部調査で把握済みのものであ

り、新たな流用が見つかったものではありま

せん。 

 環境生活部といたしましては、不適正経理

が二度と起こらないようにすることが何より

肝要であると考えておりますので、引き続き

徹底して再発の防止に取り組んでまいりま

す。 

 以上が今回御提案申し上げております議案

等の概要でございますが、詳細につきまして

は、関係課長が御説明いたしますので、よろ

しく御審議をいただきますようお願い申し上

げます。 

 

○園田環境政策課長 環境政策課でございま

す。着座のままで説明させていただきます。 

 議案の説明に先立ちまして、冒頭の部長説

明の中にありました環境生活部についての新

聞報道の件に関して、状況を御説明いたしま

す。 

 掲載された記事の内容でございますが、水

俣病保健課におきましては、平成17年度から

平成19年度の３年間に、公害被害者救済対策

費補助等の事務費により、パソコン１台、鋼

製保管庫16台、執務用いす３脚を調達したも

のでございます。 

 また、人権同和政策課におきましては、平

成17年度の地方改善事業指導費補助の事務費

により、ラベルライター１台を差しかえによ

り調達したものでございます。 

 いずれも補助事業の執行上は必要な物品を

購入したものでありましたが、健康福祉部と

同様、その購入手続が不適正であったもので

ございます。 

 このような不適正な経理処理が二度と起こ

らないよう、全庁的に再発防止策に取り組ん

でおりますけれども、環境生活部としまして

も、全職員への研修や幹部職員への徹底、物

品購入時の手続改善などを実施しており、引

き続き徹底して再発防止に取り組んでまいり

ます。 

 それでは、説明資料の23ページをお願いい

たします。 

 環境政策課の補正予算でございますが、い

ずれの事業も経済対策関連事業でございま

す。 

 まず、計画調査費でございますが、エネル

ギー対策費として4,312万4,000円の増額補正

を計上いたしております。 

 内訳としましては、くまもとソーラー普及

拡大事業でございますが、６月補正で計上

し、８月専決、９月補正をお願いしました。 

 11月１日から、余剰電力の買い取り価格

が、１キロワットアワー当たり24円から48円

と２倍になったこともありまして、補助申請

がさらに予想以上に伸びております。そのた

め、増額補正をお願いするものでございま

す。くまもとソーラー普及拡大事業の本年度

の合計は５億9,125万円となります。 

 次に、公害対策費でございますが、環境政

策推進費として1,047万6,000円の減額補正及

び財源更正を計上しております。 

 内訳としましては、(1)の環境センター整

備事業、これは太陽光発電システムの設置で

ございますけれども、設計額が確定したこと

によります減額補正でございます。それか

ら、財源更正につきましては、健康福祉部と

同様、国の経済対策交付金を最大限有効活用

するために行ったものでございます。 

 それから、(2)のエコカー率先導入推進事

業でございますけれども、入札に伴う執行残

の減額補正でございます。 

 財源更正は、先ほどと同じ理由でございま

す。 
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 次に、24ページをお願いいたします。 

 繰越明許費の設定でございますが、環境生

活部の分を一括して御説明申し上げます。 

 まず、食の安全・消費生活課の旧消費生活

センターの解体工事に係る運営費でございま

すが、水道町にありました消費生活センター

を、県財政の負担軽減のため建物つきでの土

地売却の手続を進めております。この入札は

来年１月15日に予定しておりますけれども、

落札者がいなかった場合、建物を解体した上

で、改めて売却の手続を行う必要がありま

す。そのため、建物解体費を来年度に繰り越

すものでございます。 

 次に、環境保全課の大気環境測定機器更新

事業でございますが、この後環境保全課から

11月補正の説明を行うことにしておりますけ

れども、工期が来年４月以降までかかること

が想定されますので、繰越明許費の設定をお

願いするものでございます。 

 以上でございます。よろしく御審議のほど

をお願いいたします。 

 

○宮下環境保全課長 環境保全課でございま

す。着座して説明させていただきます。 

 説明資料の25ページをお願いします。 

 公害規制費として、公害監視調査費1,441

万3,000円の増額補正をお願いしておりま

す。 

 大気環境測定機器更新事業ですけれども、

大気汚染防止法に基づき大気汚染の常時監視

を実施しておりますが、測定局の機器等が老

朽化したため、更新を行うものでございま

す。 

 光化学オキシダントや硫黄酸化物濃度等の

測定機器等を更新、整備するものでございま

す。これは経済対策に伴う事業でもございま

す。 

 あと、先ほど、環境政策課長から、24ペー

ジで繰越明許費の分の説明ございましたけれ

ども、これは機器整備で、発注してから製作

に取りかかるため、どうしても時間を要する

ということで繰り越しをお願いするものでご

ざいます。 

 環境保全課は以上でございます。よろしく

お願いします。 

 

○小嶋水環境課長 水環境課でございます。

着座のまま御説明申し上げます。 

 26ページをお願いいたします。 

 公害対策費でございます。 

 財源更正、369万6,000円をお願いしており

ます。これは、説明欄にございますが、地下

水位観測井の整備事業に伴う財源更正でござ

います。 

 次に、公害規制費で656万7,000円の補正を

お願いしております。 

 内容につきましては、説明欄に記載してご

ざいますが、保健環境科学研究所の分析機器

を購入するものでございます。経済対策の一

環といたしまして、老朽化いたしております

ガスクロマトグラフを更新するものでござい

ます。 

 次に、説明資料の27ページをお願いいたし

ます。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 事柄は、海域におきます水質環境調査業務

でございます。 

 限度額1,980万1,000円をお願いしておりま

す。 

 これは海域の水質環境調査業務でございま

すが、水質汚濁防止法に基づきまして、公共

用水域の常時監視事業をやっておりますその

一環でございますが、毎年３月末に水質測定

計画を策定いたしまして、４月以降、年間を

通して調査をやっておるものでございます。

毎年度、調査結果につきましては、９月議会

で報告をさせていただいているところでござ

います。 

 この調査の中で、採水と水質分析業務につ

きましては、従来から調査期間が４月１日か

 - 13 -



第６回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成21年12月14日) 

ら始まりますので、債務負担行為の設定をお

願いしているものでございます。 

 水環境課は以上でございます。御審議よろ

しくお願いします。 

 

○岡部自然保護課長 自然保護課でございま

す。着座にて説明させていただきます。 

 説明資料の28ページをお願いいたします。 

 鳥獣保護費のうち、鳥獣保護センター改修

事業の補正であります。 

 経済対策として本年６月に承認いただいた

ものでありますが、設計積み上げが完了した

ことに伴いまして予算の減少が見込まれまし

たので、減額をお願いしているものでござい

ます。 

 なお、工事内容のつり橋・シカ園等の撤去

工事は、３月には完了予定でございます。 

 なお、財源更正につきましては、環境政策

課から御説明がありましたのと同様の更正で

ございます。 

 続きまして、29ページをお願いいたしま

す。 

 債務負担行為に関するものでございます。 

 御船町にございます鳥獣保護センターの管

理運営業務に関するものであります。 

 本年度より、鳥獣保護センターは傷病鳥獣

の保護業務に特化しておりますが、４月１日

から、本年度と同様の業務内容を委託事業と

して計画しております。21年度と同額の委託

関係の債務負担をお願いしております。 

 自然保護課は以上です。よろしく御審議を

お願いいたします。 

 

○池田和貴委員長 次に、本病院事業管理

者から総括説明を行い、続いて、担当課長か

ら説明をお願いいたします。 

 

○本病院事業管理者 病院局でございま

す。座ったまま御説明させていただきます。 

 今回の定例県議会に提案しております議案

の概要説明に先立ちまして、最近の県立ここ

ろの医療センターの運営状況について御報告

申し上げます。 

 センターでは、本年３月に、平成21年度か

ら平成24年度までの４年間を計画期間としま

す、こころの医療センター中期経営計画を策

定いたしました。 

 同計画では、高度な医療サービスの提供

や、一般会計からの繰出金に過度に頼ること

のない効率的な運営及び収支の均衡の確保と

いった目標を掲げておりまして、その実現の

ため、本年７月末にアクションプランを策定

し、各種取り組みを進めているところでござ

います。 

 具体的には、医師不足により抑制しており

ました新規外来患者の受け入れの一部解除、

それから外来患者の長期入院化防止のための

計画的な訪問看護及び必要に応じました短期

入院の実施、さらに医師の負担軽減のための

外来診療時におきます臨床心理士の活用な

ど、積極的に取り組んでいるところでござい

ます。 

 老人治療病棟の休止や新規外来患者の抑制

に伴う医業収益への影響は大きく、今後と

も、このような取り組みを進めながら、医業

収益の確保を図るとともに、経費の縮減に努

め、経営の安定を図ってまいりたいと考えて

おります。 

 それでは、本議会に提案しております病院

局の議案について御説明いたします。 

 今回提案させていただいておりますのは予

算関係１議案でございます。 

 第７号議案の平成21年度熊本県病院事業会

計補正予算でございますが、平成22年４月１

日から業務を開始します委託事業等につきま

して、総額１億5,300万円余の債務負担行為

の設定をお願いしております。 

 以上が今回の議案の概要でございますが、

詳細につきましては、総務経営課長が説明い

たしますので、よろしく御審議のほどお願い

 - 14 -



第６回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成21年12月14日) 

申し上げます。 

 

○大谷総務経営課長 病院局総務経営課でご

ざいます。座って説明させていただきます。 

 お手元の委員会説明資料の30ページをお願

いいたします。 

 債務負担行為の設定をお願いしておりま

す。 

 こころの医療センターの業務のうち、平成

22年４月１日から業務を実施いたします施設

管理、医事業務、給食業務等の業務委託につ

きまして、本年度中に契約事務を終え、次年

度から適切な運営を行う必要がございますの

で、債務負担行為をお願いするものでござい

ます。 

 よろしく御審議お願いいたします。 

 

○池田和貴委員長 以上で執行部の説明が終

了しましたので、議案について質疑を受けた

いと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○早田順一委員 12ページの動物保護管理

費、12ページの下の方、この熊本県動物愛護

管理推進計画、これが平成20年度から計画を

されておるようでございますけれども、今、

現時点での殺処分がどれぐらいあっているの

か、ちょっと教えていただきたいんですけ

ど。 

 

○末廣健康危機管理課長 計画は、今御指摘

のとおり、平成20年度から策定して、現在そ

の計画に基づいて動物愛護を進めておりま

す。 

 現在の殺処分の状況でございますけれど

も、捕獲は、年間、犬で3,700頭余りを捕獲

し、1,100頭余りを引き取りを行っておりま

す。そのうち、400数十頭を返還し、719頭を

譲渡いたしております。この譲渡数は、大分

以前に比べてふえてはきておりますけれど

も、ただ、それをもちましてもなお処分数は

3,700に上っております。平成20年度の実績

でございますが。 

 

○池田和貴委員長 ちょっと、数字が合わな

いんじゃないですか。 

 

○末廣健康危機管理課長 済みません。処分

数だけ申し上げますと3,722でございます。

捕獲したものと引き取ったものから返還、譲

渡したもの、残りの処分数になります。処分

率にしまして――済みません、逆に譲渡、返

還率が23.9％程度でございます。 

 

○早田順一委員 この計画をつくられて数字

的には大分減ったんですかね、殺処分の分

は。 

 

○末廣健康危機管理課長 本県におきまして

は、処分率が高く、譲渡返還率が低うござい

ましたけれども、先ほど申し上げました率、

譲渡返還率まで高めてまいりましたので、殺

処分率については右肩下がりに減少してきて

いる傾向にございます。 

 

○早田順一委員 数字的にはわからないでし

ょう。過去数年でいいんですけれども。 

 

○末廣健康危機管理課長 今手持ちにござい

ませんので、後ほど御報告をさせていただき

ます。 

 

○池田和貴委員長 後ほどでよろしいです

か。 

 

○早田順一委員 はい。 

 この間、テレビを見よったら、熊本市の動

物愛護管理場といいますか、動物愛護センタ

ーが先進的に行われているということでテレ

ビに出ていたんですけれども、その辺の熊本
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市との連携というのはどうでしょうか。 

 

○末廣健康危機管理課長 従前から、本県で

は、熊本市の動物愛護センターの取り組み

が、報じられておりますように、他県に先駆

けて譲渡率を高めて殺処分率を低めていくと

いう取り組みが進んでおります。県におきま

しても、熊本市の動物愛護センターと各保健

所、それから動物管理センター、できるだけ

連携をとるようにしておりまして、そのこと

もありまして、ホームページ上で引き受け者

をできるだけ探していくという取り組みが県

保健所でも進んできております。その結果

が、先ほど申し上げましたように、譲渡率の

向上ということで右肩上りにはなってきてお

ります。連携は可能な限り努めております

し、今後も、さらに連携を強めて、計画の促

進をしていきたいと考えているところでござ

います。 

 

○池田和貴委員長 早田委員、よろしいです

か。 

 

○早田順一委員 ちょっと私も山鹿保健所の

方に見に行ったんですけれども、２歳の犬が

１匹と、あと、小犬がいっぱいおりましたけ

れども、あれ、期間が決まっとって、１週間

かなんか決まっているんですよね、その保管

する期間が。中を見たら、おりといいます

か、犬を保管する場所がまだ残っていたもん

ですから、特に１週間と区切らずに臨機応変

にされたらどうかなというふうに思ったんで

すけれども、その点いかがですか。 

 

○末廣健康危機管理課長 御指摘のように、

保管期間、１週間程度を基本として運営をい

たしておりますけれども、保健所の収容能力

の問題もございます。また、県の管理センタ

ーへの移送のタイミングの問題等もございま

して、その範囲内で可能な限り譲渡先を探す

等の努力をしておりますけれども、できるだ

け保管期間も長くして飼い主の方ができるだ

け見つかるように努力をしてまいりたいなと

考えております。 

 

○早田順一委員 よろしくお願いします。 

 

○小杉直委員 少子化対策課長にお尋ねです

が、もう答弁は座ったままで結構ですが、６

ページ、児童の一時保護所費の問題のとき

に、90数名から100数名に増加しておるとい

う説明があったですたいね。そのように一時

保護がふえておる状況というか、理由という

のがどういうものがあるのかというとが第１

点と。 

 それから、関連して、20ページ、条例改正

を求める案が出とりますね。何か県の方に委

託を受けるわけですが、大江で22年から24年

まではプレハブを建てて、そして24年に新し

いきちんとした建物を建てるという説明だっ

たと思いますけれども、このプレハブの中身

というか、それなりのきちんとした中身の施

設でクリアできるのかどうか。 

 この２点についてちょっと説明をお願いし

ます。 

 

○吉田少子化対策課長 少子化対策課でござ

います。 

 ２点御質問がございました。 

 １点は、一時保護の関係で、一時保護児

童、あるいは一時保護委託が増加している理

由というお尋ねでございました。 

 児童虐待につきましては、県内の児童虐待

に関する相談対応件数、これは年々増加して

おりまして、最新の平成20年度でいきますと

391件という件数でございます。これは、前

年の平成19年度と比べまして、320件ですの

で、71件増加しております。年々こうしたこ

とで、児童虐待に関する相談あるいは通告と

いうのが増加しているということで、件数自
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体が増加しております。 

 こうしたことで、特に虐待については、身

体的な虐待を初めとして、直ちに保護者と子

供を分離する必要がございますので、全体的

な件数の増加に伴って一時保護する件数が増

加しているという状況にございます。 

 さらに、今回御説明いたしました、特に一

時保護の委託、つまり、中央児童相談所にあ

ります一時保護施設ではなくて、乳児院等の

施設、あるいは、場合によっては、虐待等で

けがをした場合の病院等医療機関への委託と

いう件数がふえております。 

 これにつきましては、特に、今一時保護所

における一時保護期間というのが、大体昨年

度で32日ぐらい、１人の児童につきまして約

１カ月おりますが、それが少しずつ、保護者

との同意が得られないというケースがふえて

おりまして、長期化する傾向にございます。

そうした場合には、一時保護期間は、当然児

童は地域の学校等にも通うことができません

ので、ある程度長期化する見込みがあるもの

については、将来委託をお願いするであろう

施設の方に一時保護委託という形で養育をお

願いして、地域の学校に通うような形に変え

ていこうということで、相談所の方で方針

を、特にことしあたりから、ある程度変えて

おりますので、そうしたことも含めて、この

一時保護委託というのがふえております。 

 それから、２点目の熊本市の児童相談所に

伴う条例改正につきまして、平成22年の４月

から２年間、市の方では、大江におきまし

て、児童相談所をプレハブで設置することに

なっております。その件につきまして大丈夫

かというお尋ねでございますが、児童相談所

自体につきましては、一時保護所を２年間は

設置いたしませんので、いわゆる事務所的な

もの、それから、さらに保護者との面談をす

るような面談の部屋、それから子供たちの心

理判定を行うような心理判定の部屋、こうし

たいわゆる事務所的な部屋が中心になります

ので、そのあたりは十分な決められたスペー

ス、必要なスペースを確保する形で、２年間

は児童相談所としての運営ができるものと思

っております。 

 なお、２年につきましては、議案でも御説

明いたしましたように、一時保護所は自前の

ものは設置せずに、県の現在の中央児童相談

所の中の保護所の方で対応させていただくこ

ととしております。 

 以上でございます。 

 

○小杉直委員 １点目で、19年度から20年度

で70件も増加したというふうな説明がありま

したが、１点目で私が聞きたかったのは、そ

うやって児童虐待のふえている原因、理由と

はどういうものがあるかなということが聞き

たかったわけですたいな。 

 ２点目は、大体事務所として使うというこ

とで一応理解できますが、24年からは新設と

いうことでしょう。24年からの新設の中には

一時預かりも含むわけですかな、そういう施

設には。 

 この２点をもう一遍。 

 

○吉田少子化対策課長 失礼いたしました。

虐待の増加の理由ですが、特に身体的な虐待

――虐待の種別には４種類ございますが、身

体的な虐待、それから、熊本県の特徴としま

しては、ネグレクト、いわゆる養育放棄、こ

うしたものを中心に虐待の数がふえておりま

す。これは、県だけではなくて、全国的な虐

待数の増加傾向ということになっておりま

す。 

 それから、平成24年度から、熊本市におき

ましては、一時保護所を、自前のものを相談

所に併設する形で新設をする予定となってお

ります。 

 

○小杉直委員 なかなか答えが出よらんな。

そのふえる理由、原因はどういうものがある
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かなあということを聞きよっとたいな。 

 

○吉田少子化対策課長 特に、以前に比べま

して地域の中での子育てが孤立化していると

いう状況、それから、特に、周りにいろんな

養育の相談ができない状況、核家族化してい

る状況、それから都市化している状況、こう

した近年の子供を養育する家庭の孤立化とい

うのがその背景には一つにはあろうかという

ふうに思います。 

 

○小杉直委員 何か教科書的答えというか、

お免状の答えんごたる、もうちょっと生の原

因とか理由はこういうものがあるんですよと

いう生きた把握の答弁のでけんとかな。 

 

○吉田少子化対策課長 申しわけございませ

ん。特に児童虐待の増加につきましては、先

ほどの繰り返しにもなりますけれども、熊本

においても、いろんな形で、地域で子育てを

支えるような状況が薄れているということを

踏まえて、虐待件数も、先ほど言いましたよ

うに、例えば平成６年でありますと、県内は

１けたの、児童虐待相談件数は９件というこ

とでございましたが、年々増加して、現在32

0件ということになっております。 

 特に、ネグレクトという、虐待の中でも養

育放棄を原因とした虐待の比率が高いという

のが熊本県の特徴になっております。そのネ

グレクトの中、具体的に申し上げますと、児

童虐待防止法が改正されて、虐待の４分類が

ございますが、その中のネグレクトには、例

えば、家庭内でＤＶ、御主人が奥さんの方に

家庭内暴力の事案がございますが、その事案

について、家庭の中で子供がそれを同じ場所

にいたときには、そのことが子供に対する虐

待というふうなことで定義づけされておりま

して、特に、ここ数年は、警察の方から、家

庭内暴力を摘発するときに、あわせて、子供

についての虐待通告というものが児童相談所

に寄せられているというケースが特徴的な増

加の原因の一つにはなっております。 

 

○小杉直委員 平成６年が９件で現在は320

件とおっしゃいましたが、20年度は391件じ

ゃなかかな。 

 

○吉田少子化対策課長 320件は平成19年度

でございます。失礼いたしました。 

 

○小杉直委員 夫婦不和とか、それからＤ

Ｖ、それから子育ての孤立化とか、核家族と

か、養育放棄とか、いろいろ原因のあっと思

うですが、これは、なかなか一番大きな社会

問題ですたいな、児童虐待がふえるというこ

とは。これについて、やっぱり県の方も、ど

ういう理由、原因なのか、それに対してどの

ように対処すべきなのか、どういう機関と協

力、提携して未然防止ができるのかとか、何

か具体的に、ううん、そういうふうな方法を

とっていくんだなあというふうな、納得でく

るごたる答弁ば今後するごとせんとな。そが

んやって、何か教科書に書いてあっとば、こ

う読むごたるふうの答弁では、なかなかぴん

とこんがな。一応要望しときます。頑張って

ください。よかです。 

 

○鎌田聡委員 今の関連になりますけれど

も、今児童虐待の相談件数が出されました

が、来年４月以降は熊本市が自前の児相をつ

くるというふうになりますけれども、今、39

1件ということでありましたが、熊本市と市

以外でどのくらいの割合になっているんです

かね。 

 

○吉田少子化対策課長 平成20年度、熊本県

全体で391件ございますが、このうち熊本市

内が182件ございまして、全体の46.5％、５

割弱という件数になっております。 
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○鎌田聡委員 かなりの部分、その人口も含

めてあると思います。今後相談所が自前でや

られるし、しばらくは、一時保護所について

は事務の委託ということで、県が、市がきち

んとできるまでは、２年ぐらいめどですか、

やっていかれるということですけれども、特

に、４月から開設される相談所へのいろいろ

な部分での相談のノウハウの支援とか、その

辺の状況はきちんとできているんでしょう

か。それとも、ぎりぎりまでやられると思い

ますけれども、その辺の連携の状況をちょっ

と聞かせていただきたいと思います。 

 

○吉田少子化対策課長 熊本市が児童相談所

を設置するに当たりまして、19年から、県、

市間での連絡会議ということで、その後、市

の相談所のあり方、それから県の支援の仕方

ということで協議を行ってきております。 

 特に、人口でいきますと、県全体181万の

うちの73万人ほど、全体の４割が熊本市管轄

になるということで支援を行ってきておりま

す。毎年、熊本市の方からも、研修あるいは

派遣という形で、中央児童相談所の方に人の

派遣を受け入れております。例えば、平成20

年でございますと５名受け入れております。

また、本年度、21年度は６名受け入れてきて

おりまして、そうした実際に相談に当たる、

対応に当たる職員の研修というのもやってお

りますし、また、来年４月以降も、県の方か

らそうした人の派遣というものが来ておりま

すので、こうした支援も考えていきたいとい

うふうに思っております。 

 それから、御説明しましたように、一時保

護所、それから児童自立支援施設、これにつ

きましても、２年間、あるいは当分の間は、

県の施設をお使いいただくという形でのバッ

クアップをしてまいることとしております。 

 以上です。 

 

○鎌田聡委員 もうそこは十分に、その４月

以降も、県からも派遣も含めてやられるとい

うことですから、ぜひ十分に、指導という関

係かどうかわかりませんけれども、いろいろ

と連携をとって、熊本市になったからいろい

ろな対応が変わったというか、後退するよう

なことがないように、きちんと教えていって

いただきたいと思います。 

 それと、もう１点いいですかね。 

 

○池田和貴委員長 鎌田委員、どうぞ。 

 

○鎌田聡委員 環境生活部でございますが、

環境政策課、23ページ、ソーラー普及拡大事

業、住宅用太陽光発電導入の助成の増額とい

うことが出されておりますけれども、そうい

ったエコ意識の高まりといいますか、そうい

うことで、かなり毎回毎回このようになって

増額ということで出されておりまして、いろ

いろな申し込みがかなりあって工事の方が追

いつかないというふうな状況も聞かせていた

だいております。年度内にできなければ、こ

の対象にならないというふうなお話も聞いて

おりますけれども、ある一定期間の申し込み

まではきちんと助成ができるような措置がで

きないと、そのときに申し込みは受けたは工

事が年度をずれたから助成金が出ないという

ふうな扱いになると、頼む方も工事する側も

非常に厳しい対応というか、悩ましい対応に

なってしまいますので、そこのところをもう

少し柔軟にできないのか、お尋ねをいたしま

す。 

 

○園田環境政策課長 今工期の話が出ました

けれども、そういう業者さんの方からも声を

聞いております。特に、補助申請が急激にふ

えてまいりまして、業者さんの方でも非常に

工事を進捗させるのに苦労されているという

状況は聞いております。 

 ただ、単年度予算といいますか、今回の補

助につきましては、国の方に合わせて実施す
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るということで、国の方が２月22日まで設置

ということにされております。それと合わせ

まして、県の方も２月22日までということで

考えてはおりますけれども、今お話がありま

したように、非常に業者さんからの要望もあ

るようですので、年度を超えるのは難しいと

いうふうに思いますけれども、その２月22日

については、もう少し延ばせないか検討をし

ていきたいというふうに思っております。 

 

○池田和貴委員長 ２月22日までに工事完了

ということですかね。 

 

○園田環境政策課長 そうですね、実績報告

を出していただくということです。 

 

○池田和貴委員長 ２月22日までに実績報告

を出すということですね。 

 

○鎌田聡委員 なかなか単年度予算で年度を

超えるという扱いは難しいかもしれませんけ

れども、努力目標としてやっぱりやってもら

うなら２月22日までなら２月22日にやっても

らうことが前提になりますが、先ほど申し上

げましたように、かなりの工事を業者の方も

大変な状況の中でやられておりますし、延び

るかもしれんけん、補助の対象にならぬかも

しれんよという話を申込者に言うのも非常に

申込者も不安になってきますので、少しその

あたりは柔軟に対応していただくように要望

いたしておきますので、よろしくお願いいた

します。 

 

○佐藤雅司委員 ちょっと新型インフルエン

ザについて、２～３点お尋ねをいたします。 

 12ページでございますが、新型新型という

ことでかなり盛り上がってきておりますけれ

ども、発熱外来で旧型のインフルエンザ、そ

れから普通風邪と言われるやつ、その辺の割

合はどうなっているんですかね。 

 

○末廣健康危機管理課長 新型インフルエン

ザの感染が拡大してしまいました夏場ぐらい

までは、季節性のＢ型等についても一定割合

ございましたけれども、感染が拡大しました

10月以降については、ほとんどが新型インフ

ルエンザということで、0.2％程度、Ｂ型等

が報告されてはおりますけれども、大半が、

ほとんどが新型インフルエンザの状況にござ

います。 

 

○佐藤雅司委員 そこで、12ページの予防費

なんですが、合計で14億2,000～3,000万程度

の金額ということで、１の感染症予防費９億

1,000万ということですね。新しく今回９億

6,000万、10億程度の補正が組まれるという

ことになるわけですが、従来、例えば国支出

金と一般財源の関係ですが、旧型の季節性の

インフルエンザについての、いろんなワクチ

ンについての国と地方の割合といいますか、

その辺と、今度新型というのとの関係をちょ

っと教えてほしいと思いますけれども。 

 

○末廣健康危機管理課長 季節性インフルエ

ンザ接種については、市町村の事業というこ

とでございます。今回、予防費の中で新型イ

ンフルエンザ対策としてこれまで対応をお願

いしてまいりましたのは、各医療機関で患者

を診療していただく際の感染防止、医療従事

者を守るための対策としての、ＰＰＥといい

ますけれども、感染防護具等を主にお願いし

ていましたし、また、重症化した際の人工呼

吸器の設置補助等を行ってまいりました。 

 今回、新型インフルエンザ接種負担軽減事

業を新規事業として、国庫事業でございます

けれども、その県負担分につきましては、経

済対策事業の中の基金事業を立ち上げさせて

いただいております。そういう意味で国庫支

出金の財源がふえております。 

 先ほど御質問がありました旧型といいます
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か、季節性については市町村の事業になって

おります。 

 

○佐藤雅司委員 私がちょっとお尋ねしたい

のは、季節性のやつは市町村ということ、そ

れから、今回は経済対策の中でとおっしゃっ

て一般財源を３億2,000万ばかり出すという

ことで、大体６・４ぐらいの国、県の割合に

なっているということなんですけれども、考

え方として、これだけやっぱり全国的に広が

って、あるいは世界的に広がって極めて新型

インフルエンザについては神経をとがらせて

やっている、こういうことこそ国がやっぱり

私はやるべきだと。市町村に銭があるけん市

町村も出せと。それはある程度出してもいい

かもしれないけれども、旧型のときはどぎゃ

んしとったかと。新しいこの、いわゆる、世

界的な大流行については、やっぱり一つの姿

勢の問題だと思うんですね。 

 だから、本当にそれは極端な言い方かもし

れませんけれども、やる気があろうとしてい

るのかと、そこまで言いませんけれども、こ

うした全国的な、日本においては全国的に大

流行があっているわけですから、国が徹底し

てこれについてやりますよというぐらいの私

は姿勢があってよかろうと思います。個人的

な意見ですけれども。 

 となれば、例えば、これは、国に対して、

もっともっとこうした国、県の割合というの

を国の方に重点を置いたやり方というのをす

べきじゃないかなというふうにも思います

し、また、この一般財源を県として取り返し

ていくために、例えば特交の措置があるとか

――そんなものはないのかなと。もう一度お

尋ねする。 

 

○池田和貴委員長 佐藤委員、今おっしゃら

れたように、県議会でも、国の方で、今回は

国の危機対策としてやってくれということ

で、全額国費でやってくれというのは意見書

を９月の議会で提出をしております。まさに

そういったことを佐藤委員おっしゃっていた

だいたんだろうというふうに理解をしており

ます。 

 じゃあ、それは末廣課長、どうぞ。 

 

○末廣健康危機管理課長 今委員長からも補

足説明いただきましたように、９月議会で

も、全額国庫で対応すべき国家的な危機管理

の問題であるということで御要望をいただき

ました。 

 この点に関しましては、従前から、執行部

といたしましても、全国知事会や全国衛生部

長会議等を通じて、この要望は強くお願いし

てまいりました。 

 今般、この低所得者への助成につきまして

も、当初、後に御報告しますけれども、市町

村ごとにばらばらになると混乱するおそれも

あるので、同じ料金で、というのは、全部無

料で実施すれば混乱も生じないだろうという

ことで、やはり国家的危機管理として全額国

庫でお願いしたいということを強く要望いた

しましたけれども、結果的に市町村の負担と

県の負担ということになりました。 

 ただ、負担の問題は残りますけれども、手

続的には、混乱をしないようにということで

随分努力しまして、現場サイドでの、医療機

関には随分ワクチンの関係で御迷惑はおかけ

しておりますけれども、この負担軽減事業に

ついては混乱を生じることなく進めることが

できました。 

 ただ、健康被害が生じたときの補償の問題

など十分でないところもございますので、さ

らに、県議会と連携をさせていただきまし

て、執行部としても強く国に要望してまいり

たいと考えております。 

 

○佐藤雅司委員 まだ言いたいけれども、も

うやめときます。 
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○藤川隆夫委員 今のちょっと関連なんです

けれども、ちょっと関連でよろしいですか。 

 この間副反応に関しての法案がたしか通っ

ていると思いますが、その内容について、わ

かれば。 

 

○末廣健康危機管理課長 後ほど。 

 

○池田和貴委員長 今、どうぞ。 

 

○末廣健康危機管理課長 よございますか。 

 それでは、補足説明資料、別冊でございま

すけれども、新型インフルエンザについてと

いう別冊資料の10ページ目をお願いいたした

いと思います。 

 そこに、新型インフルエンザ予防接種によ

る健康被害の救済等にかかわる特別措置法の

概要ということで、11月30日に、参議院本会

議で可決、成立いたしております。 

 この内容は、１点目、健康被害が生じた場

合の救済の整備でございます。これは、新型

インフルエンザ予防接種を受けた者の健康被

害が生じた場合、その者に対しまして、予防

接種法２類疾病の定期接種、具体的には、65

歳以上に今季節性インフルエンザの接種を行

っておりますけれども、それに対する救済制

度と同様の内容の給付を行うというものでご

ざいまして、これは、ワクチンにつきまして

は、国産物、輸入物両方に対してこの健康被

害の救済制度が適用になる内容になっており

ます。 

 ２点目が、輸入企業との契約内容への対応

ということでございますが、輸入ワクチンに

よって副作用被害が生じた場合に、その被害

者から企業に補償が求められた場合、それに

対する国がその損失を補償するという内容の

ものでございまして、輸入ワクチン使用によ

り生じた健康被害に係る賠償を国が補てんす

ることによって、海外からの輸入ワクチンの

確保をスムーズに行おうという趣旨のもので

ございます。 

 この２点が内容でございますが、施行は、

12月４日に公布、施行になっておりまして、

実際それまでにもう既に接種が始まっており

ますので、施行日前の接種を受けた者につい

てもこれが適用されることになっておりま

す。 

 内容は以上でございます。 

 

○藤川隆夫委員 具体的にどこまで金額を見

るのかは、わかっていますか。 

 

○末廣健康危機管理課長 具体的な補償金額

については、前回９月の委員会のときに御報

告しましたが、今ここにあります内容でいい

ますと、２類と同様ということでございます

ので、遺族一時金にしますと713万5,000円程

度ということになります。この内容は、我々

が県議会とともに要望させていただきました

１類と同程度というのになりますと、１類だ

と4,280万円が一時補償金になっていますの

で、随分差がございます。 

 

○藤川隆夫委員 今言ったように差があるわ

けでして、我々現場で仕事をしている者とし

て非常に不安があるわけで、その部分に関し

ては、もう一度１類並みにしてもらえるよう

に動いてもらえればというふうに思うんです

けれども、その付近は、これも要望という形

で構いませんけれども、よろしくお願いしま

す。 

 

○池田和貴委員長 この件については、先ほ

ど答弁の中にもございましたように、９月の

県議会の意見書の中にも盛り込んであったも

のでございます。 

 ただ、県議会の意見とすれば、その辺は確

定をしているところでございますので、執行

部としても、今後また強く国の方に働きかけ

をお願いしたいというふうに思っています。 
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 ほかにございませんか。 

 

○岩中伸司委員 ２ページの健康福祉政策課

の関係で、国庫支出金返納金が54万3,000円

ですけれども、これは何人ぐらいの人が返納

したんですか。 

 

○古森健康福祉政策課長 人数は３人分でご

ざいます。 

 

○岩中伸司委員 ７年間継続をしてその仕事

につけば、それは免除されるという説明だっ

たんですけれども、実際は、免除する人とい

うのはどれくらい――継続してそういう職業

についている人というのはいますか。 

 

○古森健康福祉政策課長 この修学資金の制

度ですけれども、県の制度としては、平成５

年度から平成14年度までの事業として行って

おります。その間に貸与を受けられた方とい

うのは74名おりまして、そのうち、全額免除

というか、７年以上従事された方というのが

42名いらっしゃいます。まだ債務といいます

か、要するに７年まで至っていないと返還を

する義務があるという方は11名残っていると

いうことで、その中で、さっき言いましたよ

うに、３名の方というのが、２人は、いわゆ

る期間満たずにもう業務をやめられたという

方、それと、あと１人は県外に就職されたと

いうことで県内にとどまらなかったという、

その方たち３名の分が、今回の返納の対象に

なっております。 

 

○岩中伸司委員 そうすると、全体的な傾向

としては、ほぼその職に、定職というか、長

期にそこで仕事をされているという理解をし

ていいんですかね。 

 

○古森健康福祉政策課長 そうですね。74名

のうち、今のところ42名ですけれども、その

間も、継続で今、業務をしていただいていま

すので、ある程度の率では県内にとどまって

いただいているというふうに理解していいと

思います。 

 

○岩中伸司委員 わかりました。 

 もう１点いいですか。 

 

○池田和貴委員長 続けてどうぞ。 

 

○岩中伸司委員 続けて。そしたら、関連す

るところもあるんですけれども、両部長から

不適正経理の問題についての冒頭のごあいさ

つの中でありましたけれども、詳しくちょっ

と説明をいただいたんですが、このことを言

えば、これからは再発防止を図っていくとい

うことで、それぞれの部署で進めていくとい

うことですけれども、私は、この再発防止と

いう、ちょっと前段のところで、先ほど説明

があったのは、清水が丘学園のこのクーラー

の問題なんかを考えれば、もう少し現場に権

限を拡大するというか、地方分権のそんな話

じゃないけれども、もっと職場で職員の人た

ちが働きやすいような、事務の取り扱いがで

きるような制度に変えていかないと再発防止

というのはできないと思うし、これが、ただ

のぎゅうぎゅう締めて枠にはめられた形のや

つでどんどんやれば、私は、職場の中は窮屈

になって、それこそ県民のためにはならない

んじゃないかというそういう気持ちを持つん

ですけれども、いかがでしょうかね。部長に

お伺いしましょうか。 

 

○池田和貴委員長 森枝健康福祉部長から、

その後……。 

 

○森枝健康福祉部長 今、岩中委員からおっ

しゃいましたように、その意識の問題もあり

ますけれども、かなりの部分で、システムの

問題ですね。 
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 １つは、予算の科目というか、割と細かく

予算費目は分かれているのと、あと、流用し

て使う場合の手続、そこら辺どうしても時間

がかかるという部分がありますので、そこら

辺を工夫して、もう少し、急に必要性がばっ

と生じる場合もあるんで、柔軟に運用できる

ようなシステムの変更とか、そこら辺は、現

在のところでとりあえずやっているのが、各

部で、そういう備品購入費を筆頭課で予算計

上して、迅速に対応できるようなシステムに

今年度からちょっと変えていますが、ただ抜

本的には、これは、行政の予算のシステム全

体とか、会計システム全体をもう少し柔軟な

ものにできるかどうかというのはあろうかと

思います。 

 今おっしゃいましたのは、本庁と出先機関

の問題もありますが、予算があれば、その令

達はすぐできるんですよね。その本庁と出先

機関という問題よりも、行政の中のそういう

予算のシステムとか会計のシステムとか、そ

っちの方のシステムを改善していった方がよ

り大きいかなと思いますし、もし本庁と出先

機関でそういう問題があるとすれば、当然、

今おっしゃったように、できるだけ権限を委

譲した方がいいというぐあいには思っており

ます。 

 以上です。 

 

○駒崎環境生活部長 今、岩中委員から御指

摘があった点、もっともな点だと思っており

ます。 

 これまでの予算制度、財務会計制度という

のが、役所のいわゆるお役所仕事と言われる

ように、スピード感や実態に対応した弾力的

な運用を多少は犠牲にしても、不正の防止と

いう点に重点が置かれておりました。そのた

めに、ある科目で予算が余っていても違う科

目には簡単には使えないと。民間企業です

と、そうしたことがないというふうなところ

がございました。 

 民間企業の場合ですと、生産の増に伴って

費用がかかる場合には、予算を超えてでも原

材料を調達して製品をつくって出荷して利益

を上げるというふうな、後からそれを決算で

発表するという形ですが、役所の場合には、

そうしたことは、歳出予算を必ず上限とし

て、しかも科目ごとの予算を上限としてしか

使えないというふうな、そういう厳重さがあ

りました。 

 ただ、残念なことに、今回はその不正防止

に力点を置いた役所の会計制度が、逆に不正

を生んでしまったというところがあるかと思

っております。県職員としては、現在の会計

制度を熟知して、できること、できないこと

をしっかり把握して取り組むことが大事であ

りますし、その一方では、委員がおっしゃっ

たように、現在の制度が余りにも窮屈で実態

に合っていないという面があれば、それを改

善していく必要があるのではないかと思って

おります。そのために、県の方では、単県事

業の予算については、財政課の方が従来より

も予算の流用というのを幅広く処理していく

というか、今までかなり、一回つけた予算を

変更するということについては、財政課は慎

重だったんですけれども、実態に合わない部

分があれば、内容を見て、実態に合うような

予算の変更を認めるというふうな方向で、今

制度設計のやり直しを進めております。 

 一方で、国の方の仕組みは、まだ依然とし

て地方不信といいますか、地方自治体はどう

も事務能力も低いし、実態に合わせておかし

なことをしているんじゃないかという不信も

多少あるのかと思いますけれども、依然とし

て不正防止という観点の方が強くて、弾力的

運用については必ずしもまだ積極的な回答が

いただけてないかなというのは感じておりま

す。ただ、依然としてそういう状況あります

けれども、国に対しても、多少現場の実態に

合わせて、現場で弾力的に運用できるような

仕組みも要望していく必要はあるかと思って
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おります。 

 ただ、委員、せっかくの御配慮のある御発

言だったと思いますけれども、我々県職員

は、制度をこういうふうに変えた方がいいん

じゃないかという気持ちは持ちつつも、今の

制度を踏み越えて勝手なことをしてはならな

いというのが大原則ですので、いろいろ不自

由はあっても、制度が変わるまでは、あくま

でも制度の枠の中でのりを越えずにやってい

く必要があるかと思っております。 

 今回、多少のりを越えた部分があって、非

常に大きな問題になって、県民の不信も買っ

ているかと思いますので、そこは十分反省し

ながら、現在の枠組みを尊重して制度の中で

一生懸命やるということと、制度が実態に合

わない部分については改善を図っていくと、

見直しをしていくという両方立てでやってい

きたいと、そのように考えております。 

 

○岩中伸司委員 県職員の人々は、やっぱり

制度の枠の中できちんとこの仕事をするとい

うことを厳密にやっていけば、徹底的にそれ

は私はできると思うんですね。そうしたとき

に困るのは、その応用をしていって、何か手

助けしてもらう側の県民の側になりはしない

かという心配をするんですよ。 

 極めて悪い事例も、100件、200件、何万件

かに１件か、県職員の場合も、そういう人も

中には出てくるかもしれぬ。出てこぬと思う

けど。取り締まる警察官の中にも飲酒運転が

いるわけですから、これは例が余りよくはな

いと思うんですが、そんな感じで、ごく一部

に不正があったことが、いかにも全体的なや

つに変えられていったら私は組織がマイナス

になっていくというふうに思うので、厳格に

やるというのは大前提かもしれませんけれど

も、そうであるならば、やっぱり制度の運用

をもう少し柔軟にするような仕組みに変えて

いっていただきたいというふうに思いますけ

れども。これは要望です。 

 

○小杉直委員 私も、岩中委員のおっしゃる

ことにほぼ同感をしておりながら聞いとった

わけですが、両部長の中で環境生活部長に、

再確認といいますか、聞いときますが、新聞

によりますと、123万円だったかな、それが

新たに見つかったような印象を受ける見出し

だったもんですからびっくりしたわけです

が、自主調査で公表したあの中に含まれてお

ったんですか、また新たな123万円ですか。 

 

○駒崎環境生活部長 私に対する御質問です

ので、お答えを申し上げます。 

 結論から申し上げますと、３月に把握して

公表したものの一部ということでございま

す。 

 県の実態調査では、県単独事業か補助事業

かという区別を設けずに、差しかえなど、不

適正な経理があったものを洗いざらい調査を

いたしまして発表いたしました。 

 そのときには、単独事業分が幾ら、補助事

業にかかるものが幾らという発表は確かにい

たしておりませんでした。総額が１億円近く

ということを発表したところでございます。 

 その中で、今回の記事は、農林や土木の中

で会計検査において不適正経理があって、国

庫補助の返納につながるものがあったという

ことの調査があって、まだ会計検査が行われ

ていない環境省の分、あるいは厚生労働省の

分についても、見てみたところそういうもの

があったということで、これは補助金の返納

につながるというふうなことで、環境省、厚

生労働省の補助金に係るものの不適正経理、

あるいは将来の補助金の返納というものにつ

いては今回初めて把握したという意味で、初

めてわかったという書き方をされたのかなと

思っております。 

 

○小杉直委員 ようわかりましたが、そんな

ら、結論的には自主調査の公表した分の中に
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含んでおった金額だということですな。 

 そうしますと、私は、一方では、決算特別

委員会の委員長を仰せつかっておりますが、

最終日に決算特別委員会委員長としての決算

報告いたしますけれども、その中に、20年度

分については約280万ぐらいの不適正経理分

があったもんですから、それを決算特別委員

会委員長として、今後再発防止に努めるよう

にという意味も含めて指摘するようにしてお

りますので、包含的には、その中にこの123

万含まれるということの理解でいいですな。 

 

○駒崎環境生活部長 はい、そのとおりで結

構でございます。 

 

○小杉直委員 わかりました。 

 質問、変わりますが、駒崎部長、おたくの

部長説明の裏側の上から４段目、「その際、

副大臣は、裁判をしている団体とは、和解協

議が成立する条件について事前協議を始める

ことを表明され、環境省と各団体との個別協

議は、先月から始まっております。」という

ふうに説明されておりますが、実際始まって

おりますかな。その事例を、わかれば。 

 

○駒崎環境生活部長 まず、11月に、環境省

が、それぞれの被害者団体、不知火患者会、

出水の会、芦北の会、獅子島の会など、幾つ

か被害者団体、グループが分かれております

が、それぞれの団体と協議をされておりま

す。 

 それと、特に訴訟をやっている不知火患者

会とは、その後、12月に入りまして、12月３

日にも協議が行われております。 

 これについてもう少し補足いたしますと、

最初裁判をやっている団体は、あくまでも司

法的な救済を求めるという姿勢でございまし

たので、７月に――よろしいですか。 

 

○小杉直委員 いや、具体的な動きがありま

したかと。この環境省と各団体の個別協議、

具体的動きありましたかと、それをお尋ねし

たい。 

 

○駒崎環境生活部長 協議は進んでおります

けれども、まだ具体的に決定された事項、具

体的な動きというものはございません。 

 

○小杉直委員 そんなら、私が勘違いしてい

たんなら御無礼ばってん、テレビ見とった

ら、環境省の事務次官の方が水俣に来て患者

団体と協議をなさっているテレビを見ました

が、あれについてはいかがですか。 

 

○駒崎環境生活部長 副大臣が中心になっ

て、今、政務三役という中で、副大臣が、環

境省の場合は水俣病を中心になって担当して

おられます。 

 小林事務次官が来られたのは、水俣のいろ

んな施設をまずごらんになるのと、被害者団

体に対して、副大臣との協議で進んでいない

患者互助会というのがございますけれども、

そこはもう協議には極めて応じない、裁判を

絶対続けるというグループでございますが、

そことのお話をされたかと聞いております。 

 １つは、事務次官が視察された趣旨は、和

解とか特別措置法に基づく救済については、

副大臣を中心には作業が進んでおりますが、

一方で、胎児性、小児性の患者さんを初め、

認定されているけれども、親の方の高齢化に

伴って、胎児性の、昔は赤ちゃんであった方

がもう既に50歳ぐらいになっておられますの

で、そうした方の今後のことについて何とか

していただけないかという声もあるものです

から、そうした対策について、いろんな水俣

の福祉施設を見ると同時に、明水園などの入

所者の生の声を聞かれたりされたと、そこが

大きな点だったのではないかと思っておりま

す。 

 したがいまして、和解協議そのものについ
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て大きな動きということではございません。 

 

○小杉直委員 やっぱり事務次官でしたか

な。だから、珍しい光景だなと思いながら、

しかも、政務三役、政治主導という動きの中

で、一方では、事務次官会議の廃止論なんか

出る中で、反骨精神で水俣に来られたのかな

というふうな思いがあったわけですが、この

環境省と各団体の個別協議の範疇じゃないわ

けですね、あの動きは。 

 

○駒崎環境生活部長 全くらち外かというと

ころはあるかと思います。ただ、特別措置法

や裁判上の和解に向けた一連の動きとして

は、直接は含まれていないという理解でよろ

しいかと思います。 

 

○小杉直委員 大体わかりました。 

 

○池田和貴委員長 よろしいですか。 

 

○小杉直委員 結構です。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんでし

ょうか。 

 ほかに質疑ありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 なければ、これで質疑を

終了します。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号、第７号、第13号から第15号ま

で、第21号から第22号までについて、一括し

て採決をしたいと思いますが、御異議ありま

せんか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 異議なしと認め、一括し

て採決をいたします。 

 議案第１号外６件について、原案どおり可

決することに御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 異議なしと認めます。よ

って、議案第１号外６件は原案のとおり可決

することに決定いたしました。 

 ここで、済みません、ちょっと５分だけ休

憩をとらせて、次、再開をしたいと思いま

す。 

  午前11時50分休憩 

――――――――――――――― 

  午前11時56分開議 

○池田和貴委員長 それでは、休憩前に引き

続きまして委員会を再開いたします。 

 本委員会に今回付託されました請願を議題

として、これについて審査を行います。 

 それでは、請第34号について、執行部から

状況の説明を願います。 

 

○小原食の安全・消費生活課長 食の安全・

消費生活課でございます。座って説明させて

いただきます。 

 請第34号について御説明をいたします。 

 この請願の趣旨は、多重債務問題解決のた

めの貸し手対策であります改正貸金業法の完

全施行の早期施行を求めるとともに、借り手

対策の充実強化を求めるものです。 

 改正貸金業法は、平成18年12月に成立、公

布され、施行は段階的に行われて、来年の６

月までには完全施行されることとなっており

ますが、見直し規定がございます。完全施行

で規定する総量規制や上限金利引き下げなど

を円滑に実施するために講ずべき施策の必要

性について検討を加え、その検討の結果に応

じて所要の見直しを完全施行までに行うとい

う規定でございます。 

 このため、去る11月13日、金融庁に貸金業

制度に関するプロジェクトチームが設置され

て、貸金業者や利用者の実態調査、構ずべき

施策の必要性の有無等の検討が始まったとこ

ろであり、完全施行までに一定の結論が出さ

れる予定でございます。 

 請願事項の２から４の自治体における相談
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窓口拡充、セーフティーネットの充実及びや

み金融の徹底摘発に関しましては、内閣府に

設置された多重債務者対策本部が、平成19年

４月に、借り手対策として策定した多重債務

問題解決プログラムでも掲げられている事項

です。本県においても、このプログラムに基

づきまして、平成19年８月に熊本県多重債務

者対策協議会を設置して、多重債務者対策に

積極的に取り組んでいるところでございま

す。 

 以上でございます。 

 

○池田和貴委員長 ただいまの説明に関しま

して質疑はございませんか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 ないということでござい

ますので、これで質疑を終了いたします。 

 次に、採決に入ります。 

 まず、請第34号についてはいかがいたしま

しょうか。 

  （｢採択」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 採択という声が多数でご

ざいます。 

 では、請第34号については、採択という意

見がございますので、採択についてお諮りい

たします。 

 請第34号を採択とすることに御異議ありま

せんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 異議なしと認めます。よ

って、請第34号は、採択することに決定いた

しました。 

 ただいま採択と決定いたしました請第34号

は、国に対して意見書を提出していただきた

いという請願であります。 

 そこで、意見書案については作成をしてお

りますので、事務局に配付させます。 

  （資料配付) 

○池田和貴委員長 それでは、担当書記から

意見書を読み上げてください。 

 

○中村議事課課長補佐 担当書記の中村でご

ざいます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、私の方から意見書(案)について

読み上げさせていただきたいと思います。 

 読み上げます。 

    改正貸金業法の早期完全施行等を求

める意見書(案) 

  深刻な多重債務問題を解決するため、平

成18年12月に改正貸金業法が成立し、出資

法の上限金利の引き下げ、収入の３分の１

を超える過剰貸付契約の禁止(総量規制)な

どを含む同法が完全施行される予定であ

る。 

  改正貸金業法成立後、政府は多重債務者

対策本部を設置し、同本部は、(1)多重債

務相談窓口の拡充、(2)セーフティーネッ

ト貸付の充実、(3)ヤミ金融の撲滅、(4)金

融経済教育を柱とする多重債務問題改善プ

ログラムを策定した。そして、官民が連携

して多重債務対策に取り組んできた結果、

多重債務者が大幅に減少し、同法成立前に

は18万人を超えていた自己破産者数も平成

20年には13万人を下回るなど、着実にその

成果を上げつつある。 

  一方、昨今の経済危機や一部商工ローン

業者の倒産などにより、中小企業者等の借

入れが困難となっているため、改正貸金業

法の完全施行の延期や貸金業者に対する規

制の緩和を求める声が一部にあるが、仮

に、これらを採用すれば、再び自殺者や自

己破産者、多重債務者の急増を招きかね

ず、許されるべきではない。今、多重債務

者のために必要とされる施策は、多重債務

問題改善プログラムに位置付けられた相談

体制の拡充、セーフティーネット貸付の充

実及びヤミ金融の撲滅などに着実に取り組

むことである。 

  よって、国におかれては、多重債務問題

の解決及び地方消費者行政の充実が喫緊の
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課題であることも踏まえ、下記の項目を速

やかに実現されるよう強く要望する。 

         記 

１ 改正貸金業法を早期に完全実施するこ

と。 

２ 自治体での多重債務相談体制の整備の

ため相談員の人件費を含む予算を十分確

保するなど相談窓口の充実を支援するこ

と。 

３ 個人および中小事業者向けのセーフテ

ィーネット貸付をさらに充実させるこ

と。 

４ ヤミ金融を徹底的に摘発すること。 

  以上、地方自治法第99条の規定により意

見書を提出する。 

 以上であります。 

 

○池田和貴委員長 ただいま配付いたしまし

た意見書(案)について御意見はございません

か。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 ないようであれば、それ

では、この案で委員会提出議案として本会議

に提出したいと思いますが、御異議ございま

せんか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 それでは、この案を本委

員会提出議案として本会議に提出することと

決定いたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることにし

てよろしいでしょうか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 それでは、そのように取

り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が８件あっており

ます。 

 まず、報告について、執行部の説明を求め

た後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、健康福祉部、吉田少子化対策課

長から報告をお願いします。 

 

○吉田少子化対策課長 少子化対策課でござ

います。座って説明をさせていただきます。 

 報告事項の資料１ページをお開きくださ

い。 

 熊本県次世代育成支援行動計画・後期計画

の策定状況について御報告いたします。 

 これにつきましては、９月議会の厚生常任

委員会においても策定状況を御報告しており

ます。 

 平成15年に成立しました次世代育成支援対

策推進法に基づきまして、17年３月に策定し

ております現在の熊本県次世代育成支援行動

計画は、17年度から21年度までの５年間を計

画期間とした前期計画という位置づけでござ

いまして、現在、22年度から26年度を計画期

間とする後期計画の策定作業を進めておりま

す。 

 この計画は、１番にございますように、子

育てに関する関係施策を総合的かつ計画的に

推進するための計画でございます。 

 基本的には、前期計画、現計画を踏襲しつ

つ、策定後の社会情勢の変化や国の新たな行

動計画策定指針などを踏まえて、くまもとの

夢４カ年戦略及びその他の関係計画との調

和、連携が図られた内容とすることとしてお

ります。 

 次に、２番にございますように、計画の策

定体制としましては、くまもと子育ち・子育

て応援大作戦推進協議会で策定に向けた協議

等を行っていただくとともに、協議会内に後

期行動計画策定検討部会を設置して、内容の

具体的な検討を行ってまいりました。 

 ２ページをお願いいたします。 

 庁内では、関係します52課室センターで構

成します行動計画推進会議などと連携を図り
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ながら策定を進めております。 

 次に、３番、これまでの取り組みですが、

これまで、計画策定のための基礎資料とする

ためのアンケート調査等の実施、さらに、５

月から８月にかけまして計画策定検討部会で

の議論、９月には推進協議会において総論部

分のたたき台の協議等を行っております。さ

らに、10月には推進協議会で具体的な施策を

含んだ全体のたたき台の協議、その後、11月

に保育関係団体など関係団体から意見聴取を

行い、素案として取りまとめて、今月３日に

は推進協議会において協議を行っておりま

す。 

 次に、４番の後期計画素案の概要ですが、

計画の構成と内容につきましては、次の(2)

に記載しておりますが、その前に、(1)前期

計画との相違点を申し上げます。 

 前期計画から４点ほど変更しております。 

 １点目は、成果指標でございますが、これ

につきましては、現在、実際に持てる子供の

数を高めるとともに、理想とする子供の数と

実際に持てる子供の数との差を縮小するとい

う成果目標を設定しておりますが、これを子

育てが楽しいと感じる県民の割合を高めると

いう形に変更しております。さらに、少子化

の現状をあらわす数値である合計特殊出生

率、生涯に１人の女性が産む子供の数でござ

いますが、これと出生数を参考指標として設

定しております。 

 さらに、２点目としまして、地域における

子育ての支援を初めとします８つの基本施策

の中から、親への支援、子供への支援、子

供・子育ての意識づくりといった観点から、

横断的に取り組む施策として３つの重点プロ

ジェクトを設定しております。 

 ３点目といたしまして、255の具体的施策

と151の数値目標、現計画にございますが、

これにつきまして、真に必要で実効性がある

かどうかを踏まえつつ、178、67という形で

絞り込みを行っております。 

 さらに、４点目として、国及び社会への提

案項目に、子供の貧困対策、あるいはこうの

とりのゆりかごに関するものを新たに追加し

ております。 

 また、３ページから５ページにかけまして

は、後期計画の内容につきまして構成順に記

載をしております。総論、それから目指す

姿、基本目標などを総論の中に記載しており

まして、４ページから各論を記載しておりま

す。 

 第１章の地域における子育ての支援に始ま

り、最後の第８章、５ページの最後になりま

すが、次世代育成に向けた意識づくりまで、

章ごとに各論に記載しております具体的な取

り組みの内容の概要を記載しております。 

 例えば、第１章をごらんいただきますと、

第１章では、保育サービスの充実や子育て支

援に携わる人材の確保、また、児童館活動へ

の支援、いじめ、不登校等の対策を記載して

おります。 

 次の６ページにございますが、特に重点的

に進める取り組みとして、地域の子育て力の

強化、子供の健やかな育ち、県民ぐるみでの

子育ち・子育て意識醸成といった３つの重点

プロジェクトを設定しております。 

 最後の５、今後のスケジュールでございま

すが、今後、年明けの１月にかけまして、計

画の素案を県政パブリックコメントで県民の

方からの御意見を募集し、素案に対して必要

な修正を加えた上で、推進協議会で議論を経

まして、２月県議会で計画案を議案として提

出させていただく予定としております。 

 よろしくお願いいたします。 

 続きまして、資料の７ページをお願いいた

します。 

 「こうのとりのゆりかご」検証会議・最終

報告について御報告をいたします。 

 ゆりかごにつきましては、平成19年５月10

日に運用が開始されましたが、県では、有識

者から成る検証会議を設置し、検証を行って
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まいりました。さきの11月26日に最終報告が

まとまり、公表されました。 

 １番の経緯にございますように、検証会議

につきましては、ゆりかごをめぐる社会的課

題等を明らかにするために、10回の会議で議

論を重ねてまいりました。20年９月８日に中

間取りまとめ、さらに、その後議論を重ねま

して、11月26日に最終の報告が公表されてお

ります。 

 ８ページをお願いいたします。 

 最終報告の概要でございますが、１．内容

と構成にありますとおり、最終報告では、運

用実態の整理、諸課題の検討、課題解決のた

めの方向性の提示、ゆりかごの評価、関係機

関への提言と要望などをまとめております。 

 ２の検証の対象期間にありますように、運

用開始から直近の本年の９月30日まで、51事

例、ゆりかごの事例がございましたので、こ

れを対象としております。 

 ３にございますように、事例の背景などに

つきましても、子供個人が特定されないよう

最大限の配慮をしながらも、できる限りの記

載をしております。 

 ４にありますように、ゆりかごの運用、利

用状況の分析と評価、社会的課題、法制度上

の課題の整理を行った上で、ゆりかごへの評

価について、検証会議委員の意見を集約して

おります。さらに、関係機関への提言、要望

をまとめております。 

 ９ページ、５番の最終報告、各章の主な内

容、これにつきましては、報告書全文につき

ましては、公表の際に各委員の先生方にはお

配りしており、また、12月１日から県のホー

ムページにも全文を掲載しておりますので、

内容の詳細な説明は省略させていただき、構

成等につきまして、簡潔に紹介させていただ

きます。 

 第１章では、ゆりかごの仕組み、あるいは

児童相談所など関係機関の対応について記載

をしております。 

 第２章では、ゆりかごの利用状況、さら

に、背景につきまして、51事例についての背

景と、さらには預け入れられた後の子供の状

況等を記載しております。 

 10ページをお願いいたします。 

 第５章では、事例から見える諸課題を整理

しております。 

 ゆりかご事例の動機や背景、あるいは、家

族の状況をもとに、ゆりかごに預け入れる以

前の段階、ゆりかごの運用と対応、それから

子供への援助、こういった３つの段階に区分

し、課題の整理を行っております。 

 さらに、第６章では、ゆりかごへの評価と

して、各委員から出された課題と評価をまと

めております。 

 第７章では、そうした課題を踏まえて、関

係機関への提言と要望事項をまとめておりま

す。 

 最後の第８章ですが、これは報告書全体の

取りまとめとなる部分でして、ここで検証会

議の考え方の全体の整理をしております。そ

の内容としては、ここに記載しておりません

が、簡単に申しますと、匿名で子供を預かる

ゆりかご単体での設置は容認できないが、現

在、慈恵病院において、相談業務と一体的な

運用がなされていることや、あるいは匿名を

できるだけ排除する努力がなされている、こ

うしたことを踏まえて、ゆりかご全体として

は、一定の評価ができるといった内容の整理

がされております。 

 11ページをお願いいたします。 

 今後の予定ですが、まず、国への提言、要

望につきましては、知事から国に対して直接

要望をしたいというふうに考えております。

日程につきましては、現在調整をしていると

ころでございます。 

 また、２にございますように、ゆりかごに

関する課題の情報発信の取り組みの一つとし

て、来年、22年１月31日に、熊本市におきま

して、検証会議の委員等にも御出席をいただ
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いて、県主催でゆりかごシンポジウムを開催

することとしております。 

 こうしたことを通じて、ゆりかごの問題に

ついて、広く社会でも論議がなされることを

期待しておるところでございます。 

 以上です。 

 

○江口高齢者支援総室長 高齢者支援総室で

ございます。座って御説明させていただきま

す。 

 別冊になります介護基盤の緊急整備による

施設等の整備計画についてという資料をごら

んください。 

 資料の１ページですけれども、この介護基

盤等の緊急整備につきましては、平成21年度

の１次補正予算で実施をされております経済

危機対策の一環として行われているものでご

ざいます。 

 通常、介護施設の整備につきましては、３

年ごとの計画を策定し、それに基づいて実施

をすることとしております。現在、ことし３

月に策定いたしました第４期の計画、これが

平成21年度から23年度の３年間を計画期間と

する計画でございますけれども、これが動い

ている、進行しているところでございます。 

 今回の緊急整備につきましては、平成24年

度以降、第５期の計画以降に必要と見込まれ

る介護施設等について、この４期の計画期間

内に繰り上げて、上乗せして整備をするとい

うものでございまして、当初計画していたも

のとあわせまして、この上乗せ整備について

も助成金の単価が行われているところでござ

います。 

 このうち、小規模の施設、いわゆる地域密

着型サービスと言われている施設につきまし

ては、国から県が特例交付金の交付を受けま

して、県の基金に積み立て、その基金を通じ

て市町村に助成金を交付するというような仕

組みになっております。 

 今回のこの上乗せ整備の計画につきまして

は、介護保険の運営者、保険者であります市

町村に対して、将来の介護ニーズの見込みで

すとか、施設入所申込者数の動向等、それぞ

れの地域における実情を踏まえて検討を依頼

したところでございます。その結果、今般、

ここに掲載しておりますような、今後３年間

の施設・居住系サービスを中心とした整備計

画がまとまったところでございます。 

 表を見ていただきますと、まず、上段の表

が、当初の計画、ことし３月に策定いたしま

した第４期の計画において計上していた整備

計画になります。ここでは、主なサービスの

種類といたしまして、特別養護老人ホーム、

そして介護つきの有料老人ホームなどの特定

施設入居者生活介護、認知症高齢者グループ

ホーム、小規模多機能型居宅介護の４種類に

ついて計上しております。合計で3,300人余

りの定員に相当する整備を行う予定としてお

りました。 

 これに上乗せということで、２段目になり

ますけれども、合計で1,250人余りの定員増

を今回の上乗せ整備として計画をいたしまし

た。 

 合計いたしまして、この３年間におきまし

ては、約4,600人の定員増に相当する施設整

備の計画が今般まとまったところでございま

す。 

 なお、あわせまして、消防法施行令の改正

により、新たにスプリンクラーの設置が必要

となった既存の施設等に対するスプリンクラ

ー整備の助成金も設けられておるところでご

ざいまして、希望する施設に対して助成を行

うこととしております。 

 資料の２ページにつきましては、圏域ごと

の整備計画をまとめたものでございます。 

 以上でございます。 

 

○末廣健康危機管理課長 別冊資料、新型イ

ンフルエンザについてをお願いいたします。 

 ２ページ目をお願いいたします。 
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 下の箱でございますが、世界的な状況でご

ざいますけれども、11月15日以降、ＷＨＯ

は、感染者の確定例の公表を中止し、上にあ

ります11月29日現在の死亡例のみの統計にな

っております。11月29日現在で死亡例が8,76

8人の報告になっておりますが、新聞報道で

は、12月６日現在、9,500人を超えたという

報道もございます。 

 下の丸でございますが、２ポツ目でござい

ますが、北半球では、冬のインフルエンザシ

ーズンの到来が例年より早く、アメリカ及び

ヨーロッパの一部では、流行のピークを過ぎ

たようであるというＷＨＯの報告もございま

す。 

 開いていただきまして、３ページ目でござ

います。 

 国内の発生動向でございますが、下の折れ

線グラフにあります定点１医療機関当たりの

患者報告数でございますが、本県と全国を比

較しますと、11月16日の第47週までは、本県

は全国平均をずっと下回ってまいりました。

48週、11月23日の週になりますと42.10とい

うことで、全国平均を超えた状況にございま

す。その後、全国も本県も、48週をピーク

に、右肩に少し下がりました。これが、今回

の第１波のピークになるのかどうかが今後の

推移を見守る必要があるところでございます

が、国は、この後一気に下がっていくことは

考えにくいということで慎重な考えを示して

おられます。 

 下の箱でございますが、今回の新型インフ

ルエンザの特徴の分析でございますけれど

も、11月中旬までに国民の14人に１人程度が

インフルエンザで診療機関を受診し、そのう

ち、1,200人に１人が入院され、入院患者の1

6人に１人が重症化して、受診者の14万人に

１人が死亡したと推計されるとされておりま

す。 

 ２つ目の丸でございますが、入院のうち、

基礎疾患を有さない方が64％を占めていると

いうことで、基礎疾患を有する頻度が低い年

代、つまり若年層の入院患者が集中している

ということが特徴の一つになっております。 

 ３つ目の丸でございますが、死亡者の分析

によりますと、発症から死亡までが平均5.6

日ということで、早い経過でお亡くなりにな

っておられるということが特徴の一つになっ

ております。 

 ４つ目の丸でございますが、その死因でご

ざいますけれども、20歳未満では、急性の心

筋炎や脳症、肺炎が多く、20歳以上では急性

肺炎が多いと報告されております。 

 最後の丸でございますが、入院率と重症化

率は横ばいに推移ということでございますの

で、ウイルスの変異、強毒化というのは現在

まで見られていないという状況でございま

す。 

 (2)が、都道府県別の報告数でございます

が、網かけをしておりますところが警報レベ

ルに達したところでございます。各都道府県

ごとに、いつ警報レベルに達したかを一覧化

したものでございますが、これを見ていただ

きますと、東京都だけが、11月１日に28.09

をピークにして、警報レベルの30には達しな

いまま右肩下がりになっていますが、それ以

外の都道府県は、すべて警報レベルに達して

います。本県が11月22日時点で31.25と警報

レベルを超えましたけれども、九州内では最

も遅く、全国でも５番目に遅い状況となって

おります。 

 ５ページ目をお願いいたします。 

 そこに入院患者の全国の概要を示しており

ますけれども、先ほど若年者に多いと申し上

げましたが、そのバックデータでございます

けれども、１歳から５歳未満の入院患者が1,

893人、18.1％、５歳から９歳が4,725人の4

5.1％、10歳から14歳が1,929人の18.4％とい

うことで、この年代を合わせますと81.6％

と、ほとんどがこの年代層の入院患者になっ

ております。 
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 (4)がそれの推移でございますけれども、

８月10日の週の34週と、一番右側、11月16日

の47週を比較していただけたらと思いますけ

れども、高校生を含みます15歳から19歳につ

きましては、39週をピークに47週には13.9ま

で下がってきております。小学校高学年と中

学生を見ますと、10歳から14歳の区分では、

41週をピークに24.3というところまで下がっ

てきております。５歳から９歳、就学前と小

学校低学年のところでございますが、13.3だ

ったものが、47週には31.8％まで増加してき

ているという状況にございます。それから、

０歳から４歳、保育園の年少、年中さんまで

のところでございますが、38週まで下がって

いましたが、それから11.6％までふえてきて

いるという状況にございます。 

 本県の状況でございますが、(5)でござい

ます。６ページでございますが、若干動きに

差はございますが、大きな傾向は変わりませ

ん。ただ、本県の特徴としては、８月時点で

も９歳以下の罹患者の割合が多かったという

ことでございますが、高校生からの感染が始

まりましたけれども、夏場、中学校の部活動

を通じて感染が拡大し、その後、全国の傾向

と同じように、低年齢層の罹患がふえてきて

いるという状況にございます。 

 左下が保健所別の状況でございますが、

先々週では有明が一番多く、次いで、菊池、

八代の地域での患者報告が多くなっておりま

す。 

 右側の表で、学校や社会福祉施設等からの

報告がありました患者の状況でございます

が、これを毎日公表してインフルエンザ情報

ということで報道されておりますけれども、

これにつきましても、11月29日の4,988が、1

2月の６日の週、これは９日現在でございま

したが、11日現在で2,500の結果でございま

した。ですから、半分ほどに学校や社会福祉

施設等からの報告も減ってきているという状

況にございます。 

 次、７ページ目をお願いいたします。 

 ワクチンの接種申し込みと国からの配分数

量の状況でございますが、これまでに５回の

ワクチンの配分がございます。しかし、右に

ありますように、申込数量がそれを大幅に上

回っておりまして、11月では平均して４割程

度、12月も第５回目で約７割程度の配分率に

なっております。ただ、下の12月の第７回を

合わせますと、12月配分分で22万6,000回分

ほどの配分量になりますので、11月の約倍近

くになってまいりますので、徐々に不足状況

は緩和してくるものと思っております。 

 ただ、今後予定しておりますワクチンの輸

入でございますが、せんだってカナダで発生

しました17万人分のリコールの問題がござい

ました。これについては、国が調査員を派遣

しまして報告がされておりますが、その内容

では、特定のロットの問題で全体の問題では

ないという報告があっております。国は、今

後、専門家の意見を聞いて、輸入ワクチンの

開始時期を予定どおりにするかどうかという

のを決めていくというふうに伺っているとこ

ろです。 

 (3)８ページ目のワクチン接種スケジュー

ルでございます。 

 これまでの接種スケジュールがそこに書い

てございますが、１歳児、それから２歳児か

ら就学前の小児、小学校低学年につきまして

は、既に前倒し実施をいたしたところでござ

いますが、さらに、先ほど御報告しましたワ

クチンの状況等をかんがみ、県医師会とも御

相談させていただきまして、今後、１歳未満

の小児の保護者、それから小学校４年から６

年生、高学年でございますが、それから中学

生と高校生、来年１月になっての接種を予定

しておりましたけれども、これを年内に開始

するということで、12月28日めどの接種開始

ということで、12月15日からの受け付け開始

を各医療機関にお願いしているところでござ

います。28日めどというのは、年末の医療機
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関の開設日が医療機関によって異なりますの

で、間に合うところは早目に、ワクチンが届

き次第、今の３対象の接種を始めてもらうと

いうことをお願いしているところでございま

す。 

 ただ、先ほど申しましたように、まだ十分

な供給にございませんので、集団化、集団的

接種の必要がございます。県としましては、

市町村に対しまして、医療機関での混乱や混

雑をできるだけ緩和するために、集団的接種

の取り組みをお願いしてまいりました。12月

７日から八代市と氷川町合同で集団接種が既

に始まっておりますし、玉東町、水上村、五

木村でも計画ございます。できるだけ集団化

して各医療機関の負担を減らしていきたいと

いうふうに考えているところでございます。 

 ９ページ目をお願いいたします。 

 負担軽減事業、今回お願いしております予

算の内容でございますけれども、先ほど御説

明しました事業のスキームで、負担割合で、

国２分の１、県４分の１、市町村４分の１と

ございました。 

 先ほど、佐藤委員の御質問のときにお答え

を失念しまして失礼いたしましたが、この地

方負担分、県４分の１と市町村４分の１につ

きましては、特別地方交付税への算入を予定

しているということでございましたので、

我々としましても、その内容の結果を確認

し、財源の確保をしてまいりたいというふう

に考えています。 

 それから、右肩にありますように、市町村

の実施状況でございますが、この制度は、市

町村民税非課税世帯分については、全部実施

するか、あるいは、その一部を、他の課税と

書いていますが、妊婦さんから65歳までの

方々にその一部を回してもいいという市町村

の判断によるとされています。今把握してお

ります内容によりますと、市町村民税非課税

世帯を全額補助、助成するのが20団体で、さ

らに加えて、そこにあります課税のところの

３、４団体が継ぎ足しで単独補助される予定

と。それから、一部助成を決められたところ

が24団体で、その財源を妊婦さんから65歳ま

でに振り向けていくという予定になっており

ます。なお検討中の団体が４団体ございま

す。 

 これの負担軽減の方式については、左の②

にありますが、医療機関でワクチンを接種し

ていただくときに、無料または低額で受けて

いただいてという代理受領の方式と、それか

ら、一たん全額を払っていただいて、領収証

を添えて市町村に請求していただくという償

還払いの２通りの方式がございますが、市町

村によって料金が異なるという状況にはござ

いますが、現在までに混乱した状況というの

は報告されておりません。 

 10ページ目の特措法の内容は、先ほど御報

告したとおりでございます。 

 最後のページ、11ページ目をお願いいたし

ます。 

 医療体制につきましては、そこに一覧化し

ておりますように、熊本市では、警報レベル

に達した以降、約80の医療機関で診療時間の

延長等を実施いただいています。 

 玉名郡市等でも、地域医療センターに地域

の医師が交代で勤務する等々のやり方で、県

内で約200程度の医療機関が協力いただい

て、休日・夜間の診療体制を組んでいただい

ているところでございます。 

 この内容は、県ホームページ等で県民にも

情報提供し、できるだけ特定の医療機関に集

中することがないよう県民にお知らせしてい

るところでございます。 

 以上でございます。 

 

○小嶋水環境課長 水環境課でございます。 

 報告資料にお戻りいただきまして、12ペー

ジをお願いします。着座のまま説明いたしま

す。 

 平成21年度ゴルフ場で使用されました農薬
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に関する水質調査結果につきまして御報告申

し上げます。 

 本文に書いてございますが、環境省が定め

るゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁

の防止に係る暫定指導指針及び県で定めてお

りますゴルフ場におきます農薬の安全使用に

関する指導要綱に基づきまして、ゴルフ場で

使用される農薬による水質汚濁の防止を図る

ために、排出水等につきましての調査を実施

しているところでございます。 

 なお、この調査のほかにも、県内のゴルフ

場におきましては、県が定める指導要綱等に

基づきまして、年２回以上の自主検査を実施

することとされておりまして、また、保健所

からも随時立入調査等を行うことによりまし

て、適正な排出水の水質管理が行われるよう

に指導を行っているところでございます。 

 １の調査期間につきましては、６月から９

月までに実施をしております。 

 ２の調査対象ゴルフ場につきましては、こ

れまでの調査結果におきまして、すべて排出

水についての異常がなかったことを踏まえま

して、平成20年度から、県内44ゴルフ場を５

年間のローリングでモニタリング調査を実施

することとしておりまして、本年度は、菊池

及び阿蘇保健所管内の９ゴルフ場を調査した

ところでございます。 

 調査の内容につきましては、排出水につき

まして、それから井戸水も同じでございます

が、９ゴルフ場、それぞれ９検体ずつ調査を

しております。 

 調査対象農薬につきましては32の物質とい

うことで、殺虫剤、殺菌剤、除草剤等につい

て調査をやっております。 

 ４の調査結果でございますが、排出水、井

戸水ともに、９ゴルフ場の排出水等におきま

して、すべて農薬32物質は不検出となってい

るところでございます。 

 以上でございます。 

 

○山本廃棄物対策課長 廃棄物対策課でござ

います。失礼いたします。 

 15ページをお願いいたします。 

 公共関与による管理型最終処分場の整備に

ついてでございます。 

 まず、１目的及び２のこれまでの取り組み

状況についてでございますが、産業廃棄物の

安定的な処理体制の確保、県民の生活環境の

保全、経済活動のインフラとしての整備を目

的といたしまして、２のこれまでの取り組み

状況の年表に記載しておりますとおり、平成

14年度から種々の取り組みを進めてまいりま

した。 

 現在の計画概要は、下表のとおりでござい

まして、埋立容量、約45万立米などとしてお

るところでございます。 

 16ページをお願いいたします。 

 ３の最近の取り組み状況でございますが、

表に記載いたしましたように、９月県議会で

御報告をいたしました住民説明会を経まし

て、環境影響評価手続の一環でございます現

地調査に向けた準備を進めてまいりました。 

 表の中ほどにございますが、10月20日に

は、地質調査解析・計画立案に係る業務を委

託するなど、環境影響評価現地調査に係る業

務委託を計３本発注しております。その後、

現地調査に先立ちまして、南関町大場・胡麻

草区、米田区では、改めて住民説明会を開催

し、現地調査の内容を周知させていただきま

した。和水町では、11月８日に対策協議会で

現地調査の内容説明を具体的に受注業者、調

査時期についてお知らせするチラシを各世帯

に配布させていただきました。 

 こうした地元への周知を経まして、11月下

旬から本格的な現地調査に着手したところで

ございます。 

 現地調査は、御承知のとおり、四季折々の

調査が必要となるため、今後約１年間の継続

的な調査を実施してまいります。 

 次に、４の今後の取り組みでございます。 
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 (1)の地元の理解の促進に向けた取り組み

でございますが、住民説明会等では、候補地

選定の経緯に対する御意見も根強く、施設建

設に対して十分御理解をいただけていない部

分がございます。しかし、県内どこかに必要

な施設でございまして、県として、総合的な

見地から、南関町を第１番目の候補地として

決定したことを改めて御説明し、御理解を求

めてまいります。 

 そして、住民の皆様方の反対の根底にござ

います地下水への影響、交通問題、風評被害

などの御心配に対しましては、まずは現地調

査を着実に行い、現状をしっかり把握した上

で、住民の皆様方の御不安に一つ一つ具体的

にお答えしていくことで、必ずや地元の御理

解をいただけるものと考えておるところでご

ざいます。引き続き、地元の御理解をいただ

きますよう、しっかり取り組んでまいりま

す。 

 また、(2)の地域振興策につきましても、

状況を見ながら検討してまいりたいと考えて

おるところでございます。 

 以上でございます。 

 

○野田水俣病保健課長 水俣病保健課長でご

ざいます。座って説明させていただきます。 

 資料の17ページでございます。 

 前回の厚生常任委員会以降の主な経過につ

きましては、部長の方から詳しく説明があり

ましたので、簡単に説明させていただきま

す。 

 10月４日と11月29日に認定審査会を開催し

ております。10月６日に知事が環境大臣初め

政務三役と懇談をしております。10月31日、

環境副大臣が水俣に入られて、被害者団体等

との意見交換を行っておられます。11月10

日、11日、２日間にわたりまして、環境副大

臣が５つの団体と個別協議を実施しておりま

す。12月３日に環境副大臣が不知火患者会と

２回目の個別協議を実施され、表にはござい

ませんが、12月11日、知事が環境副大臣の方

に要望を行ったところでございます。 

 ２番目の新たな救済策の実施に向けた今後

の取り組み、今後のスケジュールについてで

ございますけれども、国において、被害者団

体との個別協議、あるいは訴訟を続けている

団体とは和解協議が成立するための条件等に

ついての事前協議、これが今続いている状況

でございます。ですから、被害者団体の意見

を踏まえ、そういう救済措置の方針を早期に

策定し、その後、申請手続や診断等の準備が

整った後に救済策が実施されるものと考える

ところでございます。 

 ページをめくっていただきまして、18ペー

ジをお願いいたします。 

 県の姿勢と役割というところでございま

す。 

 県としましては、一貫しまして、訴訟を行

っている団体も含め、多くの被害者の方々の

理解を得られる救済が一日も早く実施される

ことが重要という認識を持っております。 

 環境副大臣は、こうした県の姿勢を踏まえ

られた上で個別協議を行われていることか

ら、当面は協議の推移を注視してまいりたい

というふうに考えておるところでございま

す。 

 また、早期の迅速な救済ができるために、

環境省との事務的な協議、こういったものを

やり、救済措置の方針がまとまれば早期に実

施できるように準備を整えているところでも

ございます。 

 なお、参考としまして、各団体の要望を掲

げているところでございます。後ほどごらん

いただければと思っております。 

 以上です。 

 

○寺島水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 引き続きまして、19ページを御説明いたし

ます。着座して説明させていただきます。 
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 認定業務の状況でございます。 

 (1)認定申請の状況、最高裁判決以降、認

定申請者数は4,072名でございます。 

 (2)認定検診の状況につきましては、県外

の医療機関への委託検診のほかに、水俣市の

総合医療センターを借りまして、県から直接

お願いしております派遣医師によりまして検

診を実施し、検診促進に努めているところで

ございます。 

 (3)でございます。 

 認定審査会の開催です。 

 認定審査会につきましては、本年になりま

して、２月、６月、７月、10月、11月開催し

てきております。今後も検診の状況等を勘案

しながら円滑な運営を図ってまいります。 

 なお、これまで、新救済策の対象者の範囲

がはっきり決まっておらずに棄却相当の方に

不利益を生じるおそれがあったということか

ら、知事の処分を見合わせておりました。し

かし、10月６日に、環境大臣から、棄却者も

特措法対象の候補にするとの発言があったこ

とを踏まえまして、10月15日に処分留保を解

除し、159名、２月、６月、７月の３回の審

査会開催分でございますが、159名について

棄却処分を行っております。また、10月に審

査した71名につきましても、12月３日に処分

をしております。71名につきまして、そのう

ち、認定者は出ておりませんで、棄却が60名

でございます。なお、残り11名は、再検診が

必要ということで、答申保留という形になっ

てございます。 

 大きな４番の方でございます。 

 裁判の状況につきましては、国家賠償関係

が３件とそれから行政事件訴訟関係３件で、

計６件でございます。司法の場で、県の処分

の正当性に関しまして主張、立証を行ってい

くこととしております。 

 以上でございます。 

 

○小原食の安全・消費生活課長 食の安全・

消費生活課でございます。座って説明させて

いただきます。 

 報告事項20ページをお願いいたします。 

 熊本県消費者基本計画の策定状況につい

て、その概要を御説明申し上げます。 

 １番の策定の趣旨でございますけれども、

後段に記載しておりますように、計画的かつ

効果的に消費者施策を推進するための計画で

ございまして、消費者行政を進めるための計

画という位置づけでございます。 

 ２の経緯でございますが、平成20年に改正

熊本県消費生活条例を施行しており、第10条

において計画を策定することが定められてお

りますので、現在、消費生活審議会の御意見

をお伺いながら、策定作業を進めているとこ

ろでございます。 

 ４番でございますが、計画の期間は、来年

から３年間としております。22年度から24年

度でございます。 

 ５の今後のスケジュールでございますけれ

ども、この後、来年１月の消費生活審議会、

パブリックコメント等を経まして、２月に、

議会に基本計画全体を御説明する予定として

おります。 

 次の21ページでございます。 

 施策体系を記載しております。 

 左側に縦書きで基本目標といたしまして、

条例第１条に従いまして、消費生活の安定及

び向上としております。 

 上の雲の形、一番上でございますが、くま

もとの夢４カ年戦略との調和という意味で、

「生まれてよかった、住んでよかった、これ

からもずっと住み続けたい熊本」を記載して

おります。 

 その下にリボンで囲まれた部分は、緊急に

取り組むべき事項として２つ掲げておりま

す。内容は、後ほど説明をいたします。 

 基本目標の右で、施策目標、それぞれ消費

生活の安定、安心の確保、消費者被害の救

済、消費者の自立支援と意見反映、この３つ
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を記載しております。これも条例の基本理念

を踏まえて整理したものでございます。 

 その右には、それぞれの施策レベルで整理

をしております。 

 次のページをお願いいたします。 

 緊急に取り組む事項でございます。 

 計画期間の３年間の中で緊急に取り組むべ

き事項を２つ掲げております。 

 １つ目は、(1)消費生活相談機能の強化で

ございます。県の消費生活センターが昭和46

年に、熊本市の消費者センターが昭和56年に

開設されて以来、消費生活センターの新たな

設置はありませんでしたが、昨年、国の交付

金を財源に、県で消費者行政活性化基金を造

成いたしました。これを契機として、この７

月には八代市で、８月には人吉市でセンター

が開設されておりまして、今年度中に天草市

も開設される予定でございます。 

 平成24年度までに県内すべての市町村の消

費生活相談窓口を整備するため、市には消費

生活センターを、町村には消費生活相談窓口

を設置していただくよう支援をしてまいりた

いと考えております。 

 下から出ております矢印は、これら市町村

の体制構築を支援するため、県の消費生活セ

ンターの機能強化を図ることを記載してござ

います。 

 次のページをお願いいたします。 

 緊急に取り組むべき事項の２つ目でござい

ますけれども、(2)多重債務者問題に係る施

策の充実でございます。 

 多重債務を含む融資サービスに関する相談

は、消費生活全体に寄せられる相談のおよそ

２割を占めており、この問題に対応するた

め、相談窓口の整備・強化、あるいは、金銭

教育、対応する組織のネットワーク化、生活

再生支援といった総合的な取り組みを行うも

のでございます。 

 以上でございます。 

 

○池田和貴委員長 報告が終了しましたの

で、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 なければ、これで報告に対する質疑を終了

いたします。 

 次に、その他で何かありませんか。 

 

○鎌田聡委員 廃棄物処理業者への適正指導

の観点でお尋ねをしたいと思いますけれど

も、医療機関から排出されます感染性の廃棄

物ですけれども、これは、運搬するときには

専用車両をということで県の廃棄物指導要綱

には定めてあると思いますけれども、話を聞

くと、そういった専用車両で許可を出してい

るところ、保健所や担当者によっては、専用

車両で許可を出しているところや、専用じゃ

なくて、産廃とその感染性の廃棄物を併用で

運ぶ車両についても許可をされているとい

う、その許可の基準が統一されていないとい

うことで、どのくらいかというと、はっきり

した数字はわかりませんけれども、業者の９

割ぐらいが、そういったふうに併用の車両で

運搬をしているんじゃないかなというふうな

状況が今出てきているというふうにお伺いを

しております。 

 統一的な指導をしなければ、業者間でもい

ろいろあると思いますし、また、感染性の廃

棄物については、感染のおそれというのがあ

るからこそそのように専用車両というふうな

定めを県としても指導要綱に記載されている

というふうに思いますので、統一的な指導に

ついて、この間どうだったのか、そしてま

た、今後どのようにされていくのか、お尋ね

したいと思います。 

 

○山本廃棄物対策課長 お尋ねの感染性廃棄

物の収集、運搬のことでございますが、これ

は、国の基準、それを受けました県の基準で

も他の廃棄物と区分して運ぶというのが基本

中の基本でございます。それは、その点につ
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いてはきちんと守られているというふうに思

っております。 

 私どもとして、適正処理、今おっしゃっ

た、結局、廃棄物を適正に処理する、生活環

境の保全をするというのは非常に重要なこと

だと思っておりますし、それは、関係法令に

定められております各種の基準、保管基準で

あるとか、処理基準であるとか、そういった

ものをきちんと守っていくということだと思

います。 

 私どもとしても、立入検査、昨年の場合、

2,300件ほど各保健所まで入れまして回って

おりますが、そういった取り組みをしており

まして、場合によっては行政処分もやってお

るところでございます。 

 それに、最近では新型インフルエンザの話

もあるもんですから、今年度は、医療系廃棄

物について、取り扱いについても数度にわた

って研修会などさせていただいたところでご

ざいます。 

 さらに、内部的に言いますと、現在の指導

要綱についても今見直しをしておりまして、

これは保健所の職員も一緒にやっております

が、業務の水準を上げようということで努力

をしているところでございます。 

 そういった中で、いろんな方から御不安な

り御不信をいただかないように、今後とも、

このような努力を重ねて、適正、適切な業務

を推進してまいりたいと思っておるところで

ございます。 

 以上でございます。 

 

○鎌田聡委員 廃棄物処理に当たっていろい

ろな問題が、先ほど言ったのは医療系の感染

性の廃棄物、感染を防ぐためにきちんとした

処理をしなさいということが指導要綱に定め

られていると思いますので、それをきちんと

やっぱり県の保健所の担当者でそのレベルを

合わせていただくことが大事だと思いますけ

れども、現状で許されていることにレベルを

下げるんじゃなくて、やはり県として高いレ

ベルで専用車両で運んでいるというふうな指

導が今まであったわけですから、何か今後は

レベルを下げられるふうなお話に受けとめた

んですけれども、そこをやっぱりきちんと、

国はこうだけれども、県はきちんともう少し

レベルを上げて安全性を高めて指導していま

すということにしていくべきだと思いますけ

れども、少しその辺がちょっと方向性が違う

のかなと思いますが。 

 

○山本廃棄物対策課長 先ほど申し上げまし

たように、ただいま要綱の改定作業も含めて

検討しておりますので、その中できちんとや

りたいと思っておるところでございます。 

 

○鎌田聡委員 じゃあきちんとやっぱり適正

に指導を公平に、何か業者によって違ったよ

うな指導がやられていたような受けとめ方も

されている部分がありますから、きちんとど

こに聞いても同じようなレベルでの指導がで

きるように、指導要綱の内容も含めて周知徹

底していただくようにお願いしておきたいと

思います。 

 

○池田和貴委員長 よろしいですか。 

 

○山本廃棄物対策課長 わかりました。 

 

○池田和貴委員長 よろしいですか。 

 ほかにございませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 なければ、以上で本日の

議題は終了いたしました。 

 最後に、陳情書等が８件提出されておりま

すので、参考としてお手元に配付しておりま

す。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。 

 お疲れさまでございました。 
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